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店 舗 名 所 在 地 代表電話番号

本 所 松山市二番町4丁目6番地2 （089）933-8714

中 島 店 松山市小浜甲2824番地 （089）997-0144

北 条 店 松山市北条辻1456番地 （089）992-0129

下 灘 店 伊予市双海町串甲3655-4 （089）987-0021

長 浜 店 大洲市長浜甲1021番地地先 （0893）52-1146

三 崎 店 西宇和郡伊方町串19番地 （0894）56-0111

今 治 支 所 今治市恵美須町1丁目4番地3 （0898）31-0039

川 之 江 店 四国中央市川之江町4101番地の地先 （0896）58-2019

三 島 店 四国中央市三島中央１丁目11番17号 （0896）24-2815

寒 川 店 四国中央市寒川町4775番地の4 （0896）23-3718

大 島 店 新居浜市大島甲1591番地 （0897）46-1005

壬 生 川 店 西条市壬生川547番地7 （0898）64-2019

河 原 津 店 西条市河原津甲241番地5地先 （0898）66-5032

宮 窪 店 今治市宮窪町宮窪2700番地 （0897）86-2008

魚 島 店 越智郡上島町魚島1番耕地1362 （0897）78-0021

弓 削 店 越智郡上島町弓削下弓削839番地3 （0897）77-2121

関 前 店 今治市関前岡村甲80番地第2 （0897）88-2001

大 浜 店 今治市大浜町２丁目３番28号先 （0898）23-3737

宇 和 島 支 所 宇和島市築地町2丁目5番地7 （0895）22-1232

明 浜 店 西予市明浜町狩浜1番耕地215番地 （0894）65-0311

下 灘 店 宇和島市津島町嵐番外23番地2 （0895）35-0221

北 灘 店 宇和島市津島町北灘甲1032番地 （0895）32-2850

下 波 店 宇和島市下波3048番地 （0895）29-0121

蔣 淵 店 宇和島市蔣淵1122番地 （0895）63-0321

戸 島 店 宇和島市戸島2218番地 （0895）64-0001

日 振 島 店 宇和島市日振島1682番地 （0895）65-0321

三 浦 店 宇和島市三浦西3566番地5 （0895）29-0231

久 良 店 南宇和郡愛南町久良1200番地2 （0895）72-1225
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皆様におかれましては、益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。

平素より当連合会及び愛媛県下ＪＦマリンバンクの業務運営に対しまして、格別のご理解・ご

愛顧を賜り厚くお礼申し上げます。

また、本年３月に発生いたしました東日本大震災において被災された方々に対しまして深くお

見舞い申し上げますと共に、１日も早い復興を願います。

本年も当連合会へのご理解を一層深めていただくために、ディスクロージャー誌「２０１１しんぎょ

れんの現況」を作成いたしました。ご参考にしていただければ幸いに存じます。

さて、本県の漁協信用事業は、協同組合運動の理念の下、県下漁協の中枢金融機関として、会

員等ご利用者の皆様方からの信頼に応えるため機能整備に努めて参りました。

県内の漁業環境については、宇和海における真珠・真珠貝養殖では、アコヤ貝の大量斃死以後、

長引く経済不況の影響もあり、今だ回復に至っておらず、魚類養殖においても、魚価の安値安定

や飼料の高騰により漁家経営は極めて厳しい状況が続いており、養殖業者の倒産・廃業が続いて

います。また、漁船漁業についても、一部の魚種で水揚げ及び価格の回復は見られるものの、全

般的には低迷しており、依然として、厳しい状況にあります。

このような状況の中、ＪＦマリンバンクでは、昨年度からのＪＦグループ全体の新運動方針「Ｊ

Ｆグループ 組織・経営・事業戦略」においても信用事業安定運営責任体制（あんしん体制）を

確実なものにするため、経営健全性の一層の強化に取り組んでおり、県下ＪＦマリンバンクとい

たしましては、愛媛県らしい金融サービスを提供できるよう「平成２５年度末信用事業協同体（統

合信漁連）実現」に向けて、取り組んでおります。

当連合会といたしましては、県内漁協系統金融の健全性確保を図りながら、会員の皆様方との

認識を共有しながら、浜の金融を守り、組合員の負託に十分に応え、漁村及び地域社会から信頼

されるＪＦマリンバンクとなるよう役職員が一丸となって努力して参りますので、一層のご支援、

ご愛顧を賜りますようよろしくお願い申し上げます。

平成２３年７月

� � � � �

������
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1



●経 営 理 念

当連合会は、協同組合運動の理念の下、県下漁協信用事業組織（１５自立漁協及び２５代理店）の
中核として、会員と組合員の強い信頼と負託に応え、その社会的、経済的地位の向上と漁協信用
事業の健全な育成のため最大の奉仕を行うとともに、会員と組合員からの資金需要に適切に応え
ることにより、水産業の振興及び漁村地域社会の発展に貢献できるよう県下漁協と一体となり事
業展開いたします。
この経営理念の実現のために、以下の事項を重点的に取り組むことといたします。

①信用事業安定運営責任体制（あんしん体制）への展開
②事業量確保に向けた推進活動の展開
③会員及び漁業者等の資金需要に対する積極的融資対応
④内国為替の適切かつ確実な取扱いと漁協指導、国庫金や公共料金の利用拡充による家
計のメイン化推進

⑤不良債権の管理と延滞債権回収
⑥内部管理態勢等の適切性・有効性の確立

《 重 点 取 組 事 項 》

●貸出運営についての考え方

貸出金平残３７４億円を目標に、信用リスクに留意しつつ、会員及び漁業者等の必要資金に対し、
積極的な資金対応を行います。また、信用事業譲渡に伴い所属の組合員の直貸化と漁協への適正
な与信対応を図ります。

①金融相談機能強化の取り組みと金融円滑化対策
②漁業近代化資金を中心とした制度資金の推進
③漁業者緊急支援事業利用者等に対する運転資金対応と経営管理指導
④各種ローンの商品開発
⑤不良債権の適切な管理と延滞債権の計画的回収

《 具体的実践事項 》

� � � �
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●わたしたちＪＦのめざすもの

生命誕生の起源である母なる海の恵みを受けて、漁業は、水産食料の供給を担うとともに、地
球の約７割を占める海の環境を守る水の番人としても大切な役割をもっています。
我が国の漁業者はこれらの役割を発揮し、海洋と国土の保全、国民経済の発展、そして豊かな

社会の実現に寄与してきました。
また、わたしたちＪＦは漁業を基盤とする組織として、漁業協同組合運動の歴史を通じ、漁業

者の生活安定、漁業と漁村の発展に貢献してきました。
これからも、わたしたちＪＦの組合員・役職員は、こうした使命を自覚し、明日に向けて、協

同組合原則（自主、自立、参加、民主的運営など）に基づき行動します。
そして、我が国と世界の協同組合の仲間と連携し、また、消費者や地域とのつながりを深め、

「人を大切にする社会」、「民主的で公正な社会」の実現に努めます。
このため、わたしたちＪＦの組合員・役職員は次のことを宣誓し、責任をもって行動します。

� � � �
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そして、わたしたちＪＦの組合員・役職員は、これらの社会的な使命や役割をしっかり果たす
ことができるよう、また、消費者や国民から大きな信頼が得られるよう、常に、事業・組織・経
営の革新に努めます。

※「ＪＦ」とは、漁協系統イメージ刷新運動に係る統一呼称であり、
Ｊａｐａｎ Ｆｉｓｈｅｒｉｅｓ ｃｏｏｐｅｒａｔｉｖｅｓの略称です。

3



●組織機構図
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●会 員 数

資 格 別 ２１年度末 ２２年度末 増 減

正 会 員 ６８ ６４ △４

准 会 員 ０ ０ ０

合 計 ６８ ６４ △４

●役 員

役 職 名 氏 名 役 職 名 氏 名

代表理事会長 高 取 武 則 理 事 井 上 幸 信

副 会 長 理 事 西 村 忠 理 事 竹 本 敏 美

専 務 理 事 高 木 宏 幸 理 事 宮 住 将 寿

常 務 理 事 横 田 崇 代 表 監 事 向 井 昌 寿

理 事 高 原 康 能 監 事 川 又 文 丸

理 事 木 村 満 郎 監 事 對 尾 眞 也

理 事 向 井 宏 吉 監 事 坂 本 猪 明

（平成２３年６月末現在）

（注）代表監事 向井昌寿は、員外監事です。

●職 員

区 分 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

参 事 ２ ２ ２ ２ ２

男 性 職 員 ２２ ２３ １９ １９ ２３

女 性 職 員 ２０ １９ １７ ２０ １９

嘱託・常よう人 １ １ ３ ０ ０

合 計 ４５ ４５ ４１ ４１ ４４

●協 同 会 社

該当ありません。

●特定信用事業代理業の状況

該当ありません。
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店 舗 名 所 在 地 代 表 電 話 番 号

本 所 松山市二番町４丁目６番地２ （０８９）９３３－８７１４

中 島 店 松山市小浜甲２８２４番地 （０８９）９９７－０１４４

北 条 店 松山市北条辻１４５６番地 （０８９）９９２－０１２９

下 灘 店 伊予市双海町串甲３６５５－４ （０８９）９８７－００２１

長 浜 店 大洲市長浜甲１０２１番地地先 （０８９３）５２－１１４６

三 崎 店 西宇和郡伊方町串１９番地 （０８９４）５６－０１１１

今 治 支 所 今治市恵美須町１丁目４番地３ （０８９８）３１－００３９

川 之 江 店 四国中央市川之江町４１０１番地の地先 （０８９６）５８－２０１９

三 島 店 四国中央市三島中央１丁目１１番１７号 （０８９６）２４－２８１５

寒 川 店 四国中央市寒川町４７７５番地の４ （０８９６）２３－３７１８

大 島 店 新居浜市大島甲１５９１番地 （０８９７）４６－１００５

壬 生 川 店 西条市壬生川５４７番地７ （０８９８）６４－２０１９

河 原 津 店 西条市河原津甲２４１番地５地先 （０８９８）６６－５０３２

宮 窪 店 今治市宮窪町宮窪２７００番地 （０８９７）８６－２００８

魚 島 店 越智郡上島町魚島１番耕地１３６２ （０８９７）７８－００２１

弓 削 店 越智郡上島町弓削下弓削８３９番地３ （０８９７）７７－２１２１

関 前 店 今治市関前岡村甲８０番地第２ （０８９７）８８－２００１

大 浜 店 今治市大浜町２丁目３番２８号先 （０８９８）２３－３７３７

宇 和 島 支 所 宇和島市築地町２丁目５番地７ （０８９５）２２－１２３２

明 浜 店 西予市明浜町狩浜１番耕地２１５番地 （０８９４）６５－０３１１

下 灘 店 宇和島市津島町嵐番外２３番地２ （０８９５）３５－０２２１

北 灘 店 宇和島市津島町北灘甲１０３２番地 （０８９５）３２－２８５０

下 波 店 宇和島市下波３０４８番地 （０８９５）２９－０１２１

� 淵 店 宇和島市�淵１１２２番地 （０８９５）６３－０３２１

戸 島 店 宇和島市戸島２２１８番地 （０８９５）６４－０００１

日 振 島 店 宇和島市日振島１６８２番地 （０８９５）６５－０３２１

三 浦 店 宇和島市三浦西３５６６番地５ （０８９５）２９－０２３１

久 良 店 南宇和郡愛南町久良１２００番地２ （０８９５）７２－１２２５

●店 舗 一 覧

●自動機器の設置状況

ＡＴＭ（現金自動預入・支払機）、ＣＤ（現金自動支払機）の設置台数

項 目 区 分 店 舗 内 店 舗 外

漁 協 設 置
Ｃ Ｄ ０ ０

Ａ Ｔ Ｍ ０ ０

信 漁 連 設 置
Ｃ Ｄ ０ ０

Ａ Ｔ Ｍ ０ ２
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●店舗所在地
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●リスク管理態勢

■基本方針

金融自由化・国際化・規制緩和が急速に進展する中で、金融機関が直面するリスクもまた
多様化・複雑化しており、より一層の管理能力を問われています。
当連合会では、こうした認識のもと、会員等ご利用者の皆さまに安心してご利用いただく

ためには、より健全性の高い経営を確保し、信頼性を高めていくことが重要であると考えて
おります。
このため、有効な内部管理態勢を構築し、直面する様々なリスクに適切に対応すべくリス

ク管理にかかる方針を策定し、認識すべきリスクやそれをコントロールする管理態勢など、
リスク管理の基本的な体系を整備しています。
また、この方針に基づき、収益とリスクの適切な管理、適切な資産自己査定の実施などを

通じてリスク管理態勢の充実・強化に努めています。
なお、当連合会における各諸リスクへの対応は以下のとおりです。

■信用リスク管理
「信用リスク」とは、信用供与先の財務状況の悪化等により、資産（オフ・バランスを含む。）
の価値が減少ないし消失し、金融機関が損失を被るリスクのことです。
当連合会は、理事会において個別の重要案件又は大口案件については対応方針を決定して

おり、その他通常の貸出取引については、本所に業務部融資課を設置し各支所と連携を図り
ながら与信審査マニュアル、担保評価基準など厳格な審査基準を設けて与信判定を行ってい
ます。
不良債権については、管理・回収方針を作成・実践し、資産の健全化に取り組んでいます。
また、貸出取引において資産の健全性の維持・向上を図るため、資産の自己査定を厳正に

行い、その結果、貸倒引当金については、「償却及び引当金計上基準」に基づき必要額を計上
し、資産及び財務の健全化に努めると共に、その内容について理事会に付議することとして
います。

■市場リスク管理
「市場リスク」とは、金利、為替、株式等の様々な市場のリスク・ファクターの変動により、
資産・負債（オフ・バランスを含む。）の価値が変動し、損失を被るリスク、資産・負債から
生み出される収益が変動し損失を被るリスクのことで、主に金利リスク、為替リスク、価格
変動リスクの３要素からなっています。
当連合会では、余裕金運用にあたって、その健全な運用を図るため、経営方針、資金の運

用調達構造、リスク負担能力及び本年度収支見込等を考慮の上、年度毎に運用方針を定める
と共に、「余裕金運用規程」及び「余裕金運用等にかかるリスク管理手続き」に基づき、定期
的に余裕金運用会議を開催して、理事会に報告する態勢を構築しています。

� � � �
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■流動性リスク管理
「流動性リスク」とは、運用と調達のミスマッチや予期せぬ資金の流出により、必要な資金
確保が困難になる、又は通常よりも著しく高い金利での資金調達を余儀なくされることによ
り損失を被るリスク（資金繰りリスク）及び市場の混乱等により市場において取引ができな
いため、通常よりも著しく不利な価格での取引を余儀なくされることにより損失を被るリス
ク（市場流動性リスク）のことです。
当連合会では、預け金等の資金繰りリスクについて、総務部経理課が月次の資金計画を作

成し、安定的な流動性の確保に努め、総務部総務課においてその管理状況をチェックすると
共に、定期的に余裕金運用会議において協議する態勢をとっています。

■オペレーショナル・リスク管理
「オペレーショナル・リスク」とは、業務の過程、役職員の活動もしくは、システムが不適
切であること又は外生的な事象による損失を被るリスクのことです。
当連合会では、収益発生を意図し能動的な要因により発生する信用リスクや市場リスク及

び流動性リスク以外のリスクで、受動的に発生する事務、システム、リーガルなどについて
事務処理や業務運営の過程において損失を被るリスクと定義づけ、事務リスク、システムリ
スクなどについて、事務手続きを整備し、定期検査等を実施するとともに、事故・事務ミス
が発生した場合は速やかに状況を把握する態勢を整備して、リスク発生後の対応及び改善が
迅速・正確に反映ができるよう努めています。

■事務リスク管理
「事務リスク」とは、役職員が正確な事務を怠る、あるいは事故・不正等を起こすことによ
り金融機関が損失を被るリスクのことです。
当連合会では、業務の多様化や事務量の増加に対応して、正確な事務処理を行うため事務

マニュアルを整備するとともに、各部署における自店検査の実施等による事務リスクの削減
に努めています。
さらに、事務処理の適正化、事故及び不祥事の未然防止等の観点から、内部監査の専門部

署を設置し、「内部監査規程」及び「内部監査実施要領」に基づき、毎年度全部署を対象に内
部監査を実施しております。
また、職員の長期職場離脱の実施や長期間にわたり同一部署の同一業務に従事させること

のないよう人事異動を行う等、事故・不正防止に努めるとともに、各種研修を通じて事務処
理ミスの未然防止や職員の資質向上に努めています。

■システムリスク管理
「システムリスク」とは、コンピュータシステムのダウン又は誤作動等、システムの不備に
伴い金融機関が損失を被るリスク、さらにコンピュータが不正に使用されることにより金融
機関が損失を被るリスクのことです。
当連合会では、コンピュータシステムの安全かつ円滑な運用に努めるとともに、万一の不

測の事態に備え、「危機管理計画」及び「危機管理事務マニュアル」を策定し、本計画が発動
された場合には、危機管理体制に移行する態勢を構築しています。
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●法令等遵守態勢

■基本方針

個人・団体・企業を問わず、日常の行動にあたっては、定められた法令等を遵守しつつ、
活動することが当然のこととして求められています。
また、国内外における社会経済情勢の変化や構造改革に伴い、企業経営のあり方そのもの、

また相次ぐ不祥事件の発生によりその社会的責任が強く問われる中、コンプライアンス態勢
の整備・強化と、より公正・透明な経営が求められています。
このような社会的背景のもと、当連合会においても法令等遵守に対する取り組みを最重要

課題の一つと位置付け、金融システムの一員として、引き続き信頼を確保し、漁協系統金融
機関としての基本的使命や社会的責任を果たしていけるよう、今後もコンプライアンス意識
の強化や態勢整備を図り、ディスクロージャー（情報公開）とアカウンタビリティー（説明
責任）を重視した透明性の高い業務運営を行っていくよう、不断の努力を積み重ねていく方
針です。
具体的には、平成１２年４月に下記の「法令等遵守に係る基本方針」を策定し、更には、コ

ンプライアンス経営がより具体的に業務運営や役職員の業務行動に反映されるよう「コンプ
ライアンス・マニュアル」を制定いたしました。
また、コンプライアンス勉強会の実施及び各種研修の受講等を通じて、役職員のコンプラ

イアンス意識の向上・浸透に努めております。
今後につきましても、常に信頼される金融機関を目指し、役職員一人一人が倫理観の醸成

と不正を許さない職場づくりに取り組んでまいります。

《法令等遵守に係る基本方針》
（漁協系統信用事業の使命）
１．協同組合原則を基本理念とする漁協系統信用事業本来の役割を自覚して、健全な業
務運営を行い、会員等利用者からの揺るぎない信頼の確立を図ります。

（質の高い金融サービスの提供）
２．漁業生産ならびに会員等ご利用者の生活を支える、創意と工夫を活かした質の高い
金融サービスの提供を通じて地域経済・社会の発展に貢献します。

（法令やルールの厳格な遵守）
３．水協法・定款を始めとするあらゆる法令やルールを厳格に遵守し、社会的規範にも
とることのない、誠実かつ公正な信漁連運営を遂行していきます。

（反社会的勢力との対決）
４．市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは、断固として対決します。

（会員等ご利用者・地域社会とのコミュニケーション）
５．経営情報の積極的かつ公正な開示、あるいは漁業の特性を活かした信漁連らしい活
動等を通じて、会員等ご利用者はもとより広く地域社会とのコミュニケーションを図っ
ていきます。
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■運営態勢

当連合会のコンプライアンス態勢は、コンプライアンス推進委員会、コンプライアンス統
括部署（総務部）、コンプライアンス責任者を中心に運営しています。
コンプライアンス推進委員会（委員長：代表理事会長）では、当連合会のコンプライアン

スに関する基本事項等が審議され、これらの事項は、理事会で協議・決定のうえ実施されま
す。
また、コンプライアンス統括部署は、各部署との連絡・相談や会内への教育・啓蒙にあた

るとともに、各部署に統括部署との連絡窓口となるコンプライアンス責任者を配置すること
等により、コンプライアンスの浸透・徹底を図っています。
更に、コンプライアンス態勢の整備や、研修等によるコンプライアンス推進活動など、当

連合会に関する年間の実践計画を「コンプライアンス・プログラム」として定め、コンプラ
イアンスが着実に浸透するよう取り組んでいます。

常勤監事

情報交換・連絡

監査室

指示 報告・連絡

コンプライアンス統括部署

総 務 部

指示

コンプライアンス責任者

各部長（代理）・各支所長（代理）

指示

コンプライアンス担当者

コンプライアンス責任者が指名

コンプライアンス推進委員会

委 員 長 代表理事会長

委 員 専務理事・常務理事・参事（本所常駐）・総務部長・監査室長（事務局：総務部）

出 席 者 常勤監事・アドバイザー

審議事項

①コンプライアンス態勢全般にかかる企画・推進
②コンプライアンス・マニュアル、関連諸規程等の制定・見直し
③コンプライアンスにかかる具体的実践計画の検討ならびに定期的な進捗管理
及び施策評価

④コンプライアンスにかかる重要な要整備事項の検討
⑤コンプライアンスにかかる重要な本会内外の情報等に関すること

連絡・報告・相談

連絡・報告・相談
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●個人情報保護態勢

■個人情報保護に向けた取り組み

当連合会は、会員等ご利用者の皆さまよりお預かりした個人情報を正しく取り扱うことが
社会的責務であることを認識し、以下の方針を遵守することを誓約します。

《 個人情報保護方針 》

１．当連合会は、個人情報を取り扱う際に、「個人情報の保護に関する法律」（以下、「法」
という。）をはじめ、個人情報保護に関する関係諸法令及び主務大臣のガイドラインに
定められた義務を誠実に遵守します。

２．当連合会は、利用目的を可能な限り特定した上、あらかじめご本人の同意を得た場
合及び法令により例外として扱われるべき場合を除き、その利用目的の範囲内でのみ
個人情報を取り扱います。

３．当連合会は、個人情報を取得する場合は、適正な手段で取得するものとし、また、
利用目的を、法令により例外として扱われるべき場合を除き、あらかじめ公表するか、
取得後速やかにご本人に通知又は公表します。
但し、ご本人から、書面により直接取得する場合には、あらかじめ明示します。

４．当連合会は、取り扱う個人データを利用目的の範囲内で正確かつ最新の内容に保つ
よう努め、また、個人情報の安全管理のために必要・適切な措置を講じ、役職員等及
び委託先を監督します。

５．当連合会は、法令により例外として扱われるべき場合を除き、あらかじめご本人の
同意を得ることなく、個人データを当連合会以外の第三者に提供しません。

６．当連合会は、保有個人データにつき、法令に基づきご本人からの開示、訂正等に応
じます。

７．当連合会は、取り扱う個人情報につき、ご本人からの苦情に対し、迅速かつ適切に
取り組み、そのための内部管理体制の整備に努めます。

８．当連合会は、取り扱う個人情報につき、役職員等に適正な情報管理を周知徹底させ
るため、計画的に教育・研修等を行います。

９．当連合会は、取り扱う個人情報について、適正な内部監査を実施するなどにより、
本保護方針の適正な実施運営及び継続的な改善に努めます。
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■情報セキュリティへの取り組み

当連合会は、会員等ご利用者の皆さまとの信頼関係を強化し、より一層の安心とサービス
を提供するため、会内の情報及びお預かりした情報の安全管理（以下、「情報セキュリティ」
という。）の確保と厳正な取扱の実践に努めることが社会的責務であることを認識し、以下の
方針を遵守することを誓約します。

《 情報安全管理基本方針 》

１．当連合会は、情報資産を適正に取り扱うため、コンピューター犯罪に関する法律、
不正アクセス行為の禁止に関する法律、ＩＴ基本法その他の情報セキュリティに関係
する諸法令及び農林水産大臣をはじめ主務大臣の指導による義務を誠実に遵守します。

２．当連合会は、情報の取扱い、情報システムならびに情報ネットワークの管理運用に
あたり、適切な組織的・人的・技術的安全管理措置を実施し、情報資産に対する不正
な侵入、紛失、漏えい、改ざん、破壊、利用妨害などが発生しないように努めます。

３．当連合会は、情報安全管理に関して、業務に従事する者の役割を定め、会全体で情
報安全管理を推進できる体制を維持します。

４．当連合会は、万一、情報セキュリティを侵害するような事象が生じた場合、その原
因を迅速に解明し、被害を最小限に止めるよう努めます。

５．当連合会は、上記の活動を継続的に行うと同時に、新たな脅威にも対応できるよう、
情報セキュリティ管理体制を確立し、維持改善に努めます。
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●金融ＡＤＲ制度への対応

■苦情処理措置の内容

当連合会においては、組合員等の利用者の皆さまからのご相談・苦情等に対応するための
業務運営体制・内部規則を整備し対応いたします。
具体的には、
� 利用者サポート等管理責任者の設置
� ご相談・苦情等総括責任者・担当者の設置

を行い、利用者の皆さまからのご相談・苦情等については、誠実に受け付け、迅速かつ適切
に対応するとともに、必要に応じて関係部との連携を図り、相談・苦情等の迅速な解決に努
めます。
受け付けたご相談・苦情等については、苦情処理態勢の改善や苦情等の再発防止策・未然

防止策に活用します。

■紛争解決措置の内容

苦情等のお申し出については、当連合会が対応いたしますが、納得のいく解決ができず、
利用者の方が外部の紛争解決機関を活用して解決を図ることを希望される場合には、ＪＦマ
リンバンク相談所を通じて弁護士会仲裁センターをご利用いただけます。ＪＦマリンバンク
相談所は、東京、第一東京、第二東京の３弁護士会と連携しており、紛争解決措置としてこ
の３弁護士会をご紹介いたします。
なお、利用者の皆さまが直接弁護士会に紛争解決を申し立てることも可能です。
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●利益相反管理態勢

■利益相反管理に向けた取り組み

当連合会は、お客さまの利益が不当に害されることのないよう、水産業協同組合法および
関係するガイドラインに基づき、利益相反するおそれのある取引を適切に管理するための体
制を整備し、以下の方針を定め、取り組んでまいります。

《 利益相反管理方針 》

１．対象取引の範囲
本方針の対象となる「利益相反のおそれのある取引」は、当連合会の行う信用事業

関連業務にかかるお客さまとの取引であって、お客さまの利益を不当に害するおそれ
のある取引をいいます。

２．利益相反のおそれのある取引の類型
「利益相反のおそれのある取引」の類型および主な取引例としては、以下に掲げるも
のが考えられます。
（１）お客さまと当連合会の間の利益が相反する類型
（２）当連合会の「お客さまと他のお客さま」との間の利益が相反する類型

３．利益相反のおそれのある取引の特定の方法
利益相反のおそれのある取引の特定は、以下のとおり行います。

（１）利益相反のおそれのある取引について、利益相反管理統括部署があらかじめ類
型化します。

（２）各部署においては、取引を行う際に、当該取引が利益相反のおそれのある取引
として類型化された取引に該当するか確認します。

（３）利益相反のおそれのある取引に該当すると判断した場合は、利益相反管理統括
部署に報告します。

（４）各部署で、利益相反のおそれのある取引に該当するか判断しかねる場合、また
は、類型には該当しないが利益相反のおそれのある取引に該当すると疑われる場
合は、利益相反管理統括部署に相談します。

（５）利益相反管理統括部署は各部署からの相談を受けて、各部署と協議のうえ（必
要に応じて関係部署と協議）、当該取引が利益相反のおそれのある取引であるかの
特定を行います。

４．利益相反の管理の方法
当連合会は、利益相反のおそれのある取引を特定した場合について、次に掲げる方

法により当該お客さまの保護を適正に確保いたします。
（１）対象取引を行う部門と当該お客さまとの取引を行う部門を分離する方法
（２）対象取引または当該お客さまとの取引の条件もしくは方法を変更し、または中

止する方法

15



（３）対象取引に伴い、当該お客さまの利益が不当に害されるおそれがあることにつ
いて、当該お客さまに適切に開示する方法（ただし、当連合会が負う守秘義務に
違反しない場合に限ります。）

（４）その他対象取引を適切に管理するための方法

５．利益相反のおそれのある取引の記録および保存
利益相反の特定およびその管理のために行った措置については、当連合会で定める

内部規則に基づき適切に記録し、保存いたします。

６．利益相反管理体制
（１）当連合会は、利益相反のおそれのある取引の特定および利益相反管理に関する

当連合会全体の管理体制を統括するための利益相反管理統括部署およびその統括
者を定めます。この統括部署は、営業部門からの影響を受けないものとします。
また、当連合会の役職員に対し、本方針および本方針を踏まえた内部規則等に関
する研修を実施し、利益相反管理についての周知徹底に努めます。

（２）利益相反管理統括者は、本方針にそって、利益相反のおそれのある取引の特定
および利益相反管理を実施するとともに、その有効性を定期的に適切に検証し、
改善いたします。

７．利益相反管理体制の検証等
当連合会は、本方針に基づく利益相反管理体制について、その適切性および有効性

を定期的に検証し、必要に応じて見直しを行います。
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●金融円滑化管理態勢

■金融円滑化に向けた取り組み

当連合会は、漁業者の協同組織金融機関として、「健全な事業を営む漁業者をはじめとする
地域のお客さまに対して必要な資金を円滑に供給していくこと」を、「当連合会の最も重要な
役割のひとつ」として位置付け、当連合会の担う公共性と社会的責任を強く認識し、その適
切な業務の遂行に向け、以下の方針を定め、取り組んでまいります。

《 金融円滑化にかかる基本的方針 》

１ 当連合会は、組合員の皆さまをはじめとするお客さまからの新規融資や貸付条件の
変更等の申込みがあった場合には、組合員の皆さまをはじめとするお客さまの特性お
よび事業の状況を勘案しつつ、できる限り、柔軟に対応するよう努めます。

２ 当連合会は、事業を営む組合員等の皆さまからの経営相談に積極的かつきめ細かく
取り組み、組合員の皆さまの経営改善に向けた取り組みをご支援できるよう努めてま
いります。
また、役職員に対し本法律の趣旨を周知徹底することにより、上記取り組みの対応

能力の向上に努めてまいります。

３ 当連合会は、組合員等の皆さまから新規融資や貸付条件の変更等の相談・申込みが
あった場合には、組合員等の皆さまの経験等に応じて、説明および情報提供を適切か
つ十分に行うように努めてまいります。
また、お断りさせていただく場合には、その理由を可能な限り具体的かつ丁寧に説

明するよう努めます。

４ 当連合会は、組合員の皆さまをはじめとするお客さまからの、新規融資や貸付条件
の変更等の相談・申込みに対する問い合わせ、相談、要望及び苦情については、公正・
迅速・誠実に対応し、組合員の皆さまをはじめとするお客さまの理解と信頼が得られ
るよう努めてまいります。

５ 中小企業者等金融円滑化法への対応
（１）水産業事業者、中小事業者および住宅ローンご利用のお客さまからの新規融資

や貸付条件の変更等の申込みがあった場合には、お客さまの特性および事業の状
況を勘案しつつ、できる限り、柔軟に対応するよう努めてまいります。

（２）当連合会は、その際、他の金融機関や日本政策金融公庫、住宅金融支援機構、
漁業信用基金協会、企業再生支援機構等との緊密な連携を図るよう努めてまいり
ます。
また、これらの関係機関等から照会を受けた場合は、守秘義務に留意しつつ、

お客さまの同意を前提に情報交換しつつ連携に努めます。
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６ 金融円滑化管理に関する体制
当連合会は、お客さまからの上述のような申込みに対し、円滑に措置をとることが

できるよう、必要な体制を整備いたしております。
（１）会長以下、常勤理事、参事、関係部長を構成員とする「コンプライアンス推進

委員会」にて、金融円滑化の態勢整備にかかる重要な事項を協議し、施策に反映
させます。

（２）当連合会は、業務部長を「金融円滑化管理責任者」、融資課長および営業部長並
びに各支所長を「金融円滑化管理担当者」として、当連合会における金融円滑化
の方針や施策の徹底に努めます。

７ 当連合会は、本方針に基づく金融円滑化管理態勢について、必要に応じて見直しを
行います。
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●金融商品の勧誘方針

当連合会は、金融商品販売法の趣旨に則り、貯金・定期積金・その他の金融商品の販売等の勧
誘にあたっては、次の事項を遵守し、お客さまの立場に立った勧誘に心がけ、より一層の信頼を
いただけるよう努めてまいります。

《 勧 誘 方 針 》

１．お客さまの商品利用目的、知識、経験、財産の状況および意向を考慮のうえ、適切
な金融商品の勧誘と情報の提供を行います。

２．お客さまに対し、商品内容や当該商品のリスク内容など重要な事項を十分に理解し
ていただくよう努めます。

３．不確実な事項について断定的な判断を示したり、事実でない情報を提供するなど、
お客さまの誤解を招くような説明は行いません。

４．お約束のある場合を除き、お客さまにとって不都合と思われる時間帯での訪問・電
話による勧誘は行いません。

５．お客さまに対し、適切な勧誘が行えるよう役職員の研修の充実に努めます。
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昭和２４年度
昭和３２年度
昭和３３年度
昭和３５年度
昭和３８年度
昭和３９年度
昭和４０年度
昭和４１年度
昭和４４年度
昭和４７年度
昭和４８年度
昭和５１年度
昭和５３年度
昭和５４年度

〃
〃

昭和５６年度
昭和６２年度
平成元年度
平成５年度

〃
平成６年度
平成７年度
平成８年度
平成９年度
平成１０年度

〃
平成１１年度
平成１２年度

〃
平成１３年度
平成１４年度

〃
平成１５年度

〃
〃

平成１６年度
〃

平成１７年度
〃

〃
平成１８年度

〃

愛媛県信漁連設立（設立時 会員数８３組合、出資金１００万円）
共同化資金融資制度が発足
信漁連今治・宇和島事務所開所
信漁連西条事務所開所
農林漁業金融公庫業務代理開始
愛媛県水産会館落成
農林漁業団体職員共済組合業務代理開始
住宅金融公庫業務代理開始
愛媛県漁業近代化資金融資制度が発足
全国漁協信用事業相互援助制度に加入
農水産業協同組合貯金保険機構に加入
農林中央金庫業務代理開始（内国為替業務）
国民金融公庫業務代理開始
全銀内為制度に加盟
国庫金振込事務取扱開始
信漁連南宇和支所開所
新愛媛県水産会館落成
国債等窓販業務の取扱開始
全国漁協信用事業オンラインシステム稼動
愛媛県収納代理金融機関指定
全国漁協貯金ネットサービス取扱開始
宇和島支所ＡＴＭ設置
第４次全銀為替システム稼動
松山市収納代理金融機関指定
農協系統貯金ネット提携開始
南宇和支所ＡＴＭ設置
ＭＩＣＳ提携開始
水協法施行漁連・信漁連創立５０周年記念式典
本所ＡＴＭ設置
郵貯とのネット提携開始
日本マルチペイメントネットワーク運営機構に加入
ＪＦマリンネットバンクサービス開始
国債等窓販業務の取扱廃止
第５次全銀為替システム稼動
全オンセンターと北海道信漁連との信用事業システム統合
マルチペイメントネットワークサービス取扱開始
河原津漁協、関前村漁協、魚島村漁協より信用事業譲受け
決済用貯金取扱開始
今治市・宇和島市収納代理金融機関指定
下灘漁協（宇和島）、壬生川漁協、中島漁協、新居浜市大島漁協、
北条市漁協、久良漁協より信用事業譲受け
セブン銀行とのネット提携開始
愛南町収納代理金融機関指定
北灘漁協より信用事業譲受け
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当連合会は、貯金、貸出、為替など、いわゆる金融業務といわれる内容の信用事業を行ってい
ます。この信用事業は、漁協・信漁連・農林中金という三段階の組織が有機的に結びつき、漁協
系統金融として大きな力を発揮しています。

●貯金業務

当連合会は、日々の家計あるいは生活設計のために漁協にお預けいただいた貯金又貯金業務を
行っていない会員の組合員及び地域の住民や事業主の皆さまからの貯金をお預かりしています。
貯金は、普通貯金・定期貯金等各種貯金を目的、期間、金額にあわせてご利用いただけます。
また、キャッシュサービスは、県内はもちろん全国のＭＩＣＳ提携金融機関、セブン銀行、ゆ

うちょ銀行のＡＴＭ、ＣＤでもご利用いただけます。

●貸出・受託貸付業務

会員漁協への漁業近代化資金等制度資金の原資供給及び購販売事業等の運転資金貸出、会員の
組合員への制度資金、営漁資金及び生活資金融資も行っています。
また、一般の皆さまにも、住宅ローン、教育ローン、生活ローン等各種ローンを取り揃えてい

ますので、お気軽にご相談ください。
さらに、日本政策金融公庫（農林水産事業資金及び教育資金）の融資申込みのお取次も行って

おりますので、併せてご利用ください。

●為替・振替決済業務

学費等の「振込」や手形、小切手類の「取立」、各種年金の自動受取、また電気・電話・水道・
ＮＨＫ等の公共料金の自動支払いもぜひご利用ください。
また、「ＪＦマリンネットバンク」サービスにより、お手持ちの携帯電話・パソコンから、残高

照会、振込、振替などの各種サービスがより手軽にスピーディーにご利用いただけます。

平成１９年度
〃
〃
〃

平成２０年度
〃

平成２１年度
〃

平成２２年度
平成２３年度

〃

セブン銀行・郵便局のＡＴＭでの入金取引開始
南宇和支所を廃止し、宇和島支所と統合
弓削漁協より信用事業譲受け
本所ＩＣキャッシュカード対応ＡＴＭ設置
松山市上・下水道事業収納取扱金融機関指定
明浜漁協、三浦漁協、戸島漁協より信用事業譲受け
�淵漁協、日振島漁協、長浜町漁協より信用事業譲受け
西条支所を廃止し、今治支所と統合
大浜漁協、宮窪町漁協、下波漁協、川之江漁協より信用事業譲受け
桜井漁協、三島漁協、寒川漁協、下灘漁協、三崎漁協より信用事業譲受け
伊方町収納代理金融機関指定

������
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●貯 金 業 務

■主な貯金商品

�������	
��

種 類 特 色 預入金額 期 間

大口定期貯金
まとまった資金を有利に、かつ確実に
増やす最高利回りの商品です。

１，０００万円以上
１ヶ月以上
５年以下

変動金利定期
貯 金

その時々の金融情勢に応じて、金利が
変わる商品です。

１円以上
１年以上
３年以下

スーパー定期
貯 金

身近な定期です。１，０００万円未満で都合
に応じて、期間をお選びください。

１円～
１，０００万円未満

１ヶ月以上
５年以下

期日指定定期
貯 金

１年以上経過すれば、ご希望の日にお
引き出しできます。

１円～
３００万円未満

１年以上
３年以下

定額積立定期
貯 金

毎月一定の日に一定の金額を積立てる
定期です。

１円以上
１・２・３・
４・５年

自由積立定期
貯 金

預入期間内に自由に積立てることがで
きる定期です。

１円以上
１年以上
５年以下

漁協積立定期
貯 金 Ⅰ 型

漁協組合員の資産形成のための定期で
す。プランに合わせて「水揚天引式」
と「定額式」のいずれかをお選びいた
だき、自動振替より積立てます。

１円以上 １年の自動継続

漁協積立定期
貯 金 Ⅱ 型

毎月一定額を普通貯金より自動振替し
積立てます。一部支払いもできる便利
な定期です。

１円以上 １年の自動継続

定 期 積 金
身近な積金です。毎月コツコツ無理な
く貯金できます。

１回の預入
１００円以上

６ヶ月以上
７年以下

当 座 貯 金
小切手や手形による決済口座として利
用いただくための貯金です。

１円以上 出し入れ自由

普 通 貯 金

いつでも出し入れのできるサイフ代わ
りの貯金です。
個人のものは定期性貯金を担保とする
総合口座の取扱いができます。

１円以上 出し入れ自由

貯 蓄 貯 金
普通貯金より高利回りで、１０万円型と
３０万円型のタイプがあります。
スウィング機能があります。

１円以上 出し入れ自由

通 知 貯 金
短期間のまとまった資金を有利に運用
できます。

１万円以上
定めなし

（但し、７日以上の
据置期間必要）

総 合 口 座
１つの通帳で、普通貯金と定期性貯金がセットされており、定期性貯金を担
保に借り入れもできます。家計のメイン口座としてご利用ください。
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■漁協系統セーフティーネット構築に向けた取り組み

当連合会は、皆さまに安心して貯金を預けていただけるよう、平成１５年１月に施行された
再編強化法に基づき「マリンバンク安心システム」という新たなセーフティーネットを構築
しました。
これまでは、「農水産業協同組合貯金保険制度」と「全国漁協信用事業相互援助制度」の２

つの制度で皆さまからお預かりした貯金をお守りしていましたが、このうち「相互援助制度」
をさらにパワーアップさせたのが「マリンバンク安心システム」です。
具体的には、個々の漁協等や信漁連の経営健全性を高い水準で維持することです。
また、万が一経営状況が厳しくなった場合も、早期発見・早期解消する仕組みを措置しま

した。
皆さまからお預りした貯金は、グループ全体でしっかり守るということです。

貯金保険制度 

保護 支援 

保険料 積立金 

皆　様　の　貯　金 

マリンバンク 
安心システム 

貯金を保護するため
の国の公的な制度で
す。漁協、信漁連、
農林中金などが加入
しており、加入者が
納める保険料を原資
に、貯金を一定の範
囲で保護します。 

貯金者を守るため「JF
マリンバンク中央本
部」「JFマリンバン
ク愛媛県本部」が信漁
連及び各漁協の経営状
況を日頃からチェック
して健全な経営維持の
ために、問題を早期発
見し改善することで、
より信頼され利用され
る金融機関となるため
の仕組みです。 

農　林　中　央　金　庫 

マリンバンク　信漁連 

マリンバンク　　漁協 
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種 類 一 般 資 金 制 度 資 金

手 形 貸 付

一 般 信 用 貸 付

－
協 会 保 証 付 貸 付
商 手 担 保 貸 付
貯 金 担 保 貸 付

証 書 貸 付

一 般 証 書 貸 付 漁 業 近 代 化 資 金
協 会 保 証 付 貸 付 漁 業 経 営 維 持 安 定 資 金
住 宅 資 金 中 山 間 地 域 活 性 化 資 金
各 種 ロ ー ン 農 林 漁 業 共 同 化 資 金

当 座 貸 越
一 般 口 座 貸 越

－
総 合 口 座 貸 越

●貸 付 業 務

■漁業近代化資金

�������	
��
長期・低利な資金によって、水産業の経営の近代化を図ることを目的とした制度資金です。

漁船建造・漁具取得等の設備資金を中心に幅広い用途の資金が用意されています。

�
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借入金に対して国・県からの利子補給がありますので、長期かつ低利でご利用いただけま

す。（県・市町の上乗せ利子補給がある場合、さらに金利が低くなります。）

種 類 対 象 事 業 返済期間 融 資 額

１号資金
２０トン未満の漁船の建造・取
得・改造及び附属機器の取得

（漁船）
最長１５年
（機器）
最長７年

２０トン以上の漁船を使用して漁業を営む個人・
法人 …………………………３億６，０００万円以内

水産養殖業を営む法人 ……１億８，０００万円以内

２つ以上の複合経営者 ……１億５，０００万円以内

２０トン未満の漁船を使用して漁業を営む個人・
法人・水産養殖業を営む個人 …９，０００万円以内

上記以外の個人 …………………１，８００万円以内

漁村給排水施設 …………………１，２００万円以内

特定の漁家住宅 …………………１，８００万円以内

漁家民宿施設 ……………………４，０００万円以内

初度的経営 ………………………１，５００万円以内

漁協等…………………………………１２億円以内

２号資金
２０トン以上の漁船の建造・取
得・改造及び附属機器の取得

３号資金
漁船漁具保管修理施設、水産
物加工施設など

最長１５年

４号資金
漁船改良造成用機具、水産物
等運搬用機具など

最長７年

５号資金 漁具、養殖用施設など 最長５年

６号資金
水産動植物の種苗の購入・育
成など

最長５年

７号資金
漁業者研修用施設、漁家民宿
施設など

最長２０年

８号資金
（農林水産

大臣特認）

漁場改良造成施設 最長１２年
漁村給排水施設 最長１５年

特定の漁家住宅 最長１５年
漁協経営強化機器整備 最長１０年

初度的経営 最長５年
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種 類 使 い み ち 返済期間 融 資 額

マイカーローン 自家用車購入・車検
最長７年 ３００万円以内

（基金協会保証型） 運転免許取得費用

マイカーローン 自動車関連用品購入
最長５年 ２００万円以内

（ 信 用 保 険 型 ） 車庫取得費用

生 活 ロ ー ン 必要とする一切の資金 最長５年 ２００万円以内

教 育 ロ ー ン

入学金、授業料、下宿代等

最長７年 ３００万円以内
（基金協会保証型）

教 育 ロ ー ン
最長５年 ２００万円以内

（ 信 用 保 険 型 ）

住 宅 ロ ー ン 個人住宅新築、土地購入等 最長３５年 所要資金の範囲内
（※全国保証利用の場合）

定 積 ロ ー ン 必要とする一切の資金 当該定期積金の満期日 ２００万円以内

共 済 ロ ー ン 漁協共済、生活総合共済 最長２０年 ２００万円以内

カ ー ド ロ ー ン 必要とする一切の資金 ── １００万円以内

■各種ローン商品

※上記ローンをご利用の際は、ご契約上の規定、ご返済方法、ご利用限度額等にご留意ください。
※変動金利の金利変更は、原則として年２回（通常４月、１０月）に行います。

■受託業務

① 株式会社 日本政策金融公庫（農林水産事業・国民生活事業）
② 独立行政法人 住宅金融支援機構
③ 独立行政法人 福祉医療機構
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●為替・決済業務

■各種サービス

種 類 内 容

内国為替サービス 全国の金融機関への振込・代金取立を確実に行います。

年 金 自 動 受 取
国民年金・厚生年金等の年金がお客さまの貯金口座へ自動的に振り込

まれます。

自動支払サービス
電気・電話・水道・ＮＨＫ受信料等の公共料金をはじめ、国税、県税、

高校授業料、国民年金保険料等をお客さまの貯金口座から自動的にお支
払いいたします。

収 納 代 理
愛媛県税、松山市税、今治市税、宇和島市税、愛南町税、伊方町税の

支払いにご利用ください。

キャッシュサービス

キャッシュカードを使って、県内はもちろん全国のＭＩＣＳ提携金融
機関、セブン銀行・ゆうちょ銀行で現金を簡単に引き出すことができま
す。
更に、セブン銀行・ゆうちょ銀行のＡＴＭでは、現金の預入も可能に

なり、ますます便利になっています。
また、キャッシュカードは、従来の磁気ストライプカードに偽造や不

正な読み取りが困難なＩＣチップを搭載した「ＩＣキャッシュカード」
の発行が可能となり、より一層セキュリティを強化したものとなってお
りますので安心してご利用いただけます。

クレジットカード
マリンクレジットカードは、ショッピングやレジャーなどお客さまの

サイン一つでご利用になれる便利なカードです。

ＪＦマリンネット
バ ン ク サ ー ビ ス

お手持ちの携帯電話・パソコンに接続されているインターネットから、
残高照会、入出金明細照会、お振込、お振替など各種サービスを２４時間
３６５日いつでもお気軽にご利用いただけます。
また、税金・保険料・公共料金などの支払いができるマルチペイメン

トネットワークによる収納サービス「Pay・easy（ペイジー）」もご利用
できます。
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区 分
本会本支所及び県内漁協宛 系統金融機関及び他行宛

文書扱い 電信扱い 文書扱い 電信扱い
振 込 手 数 料（１件につき）

窓口利用
３万円未満 ２１０円

２００円
４２０円 ５２５円

３万円以上 ４２０円 ６３０円 ７３５円

自動機利用
３万円未満

無 料 ２１０円
３万円以上

ＪＦマリンネット
バンク利用

３万円未満

３万円以上

送 金 手 数 料（１件につき）
４２０円

６３０円

代 金 取 立 手 数 料（１通につき） （普通扱）６３０円（至急扱）８４０円

送金・振込組戻料（１件につき）

６３０円
不 渡 手 形 返 却 料（１通につき）

取 立 手 形 組 戻 料（１通につき）

取立手形店頭呈示料（１通につき）

お 取 扱 枚 数（※） 手 数 料

１００枚以下 無 料

１０１枚以上 １，０００枚以下 ３１５円

１，００１枚以上 ２，０００枚以下 ６３０円

２，００１枚以上 ３，０００枚以下 ９４５円

３，００１枚以上 １，０００枚増すごとにプラス３１５円

●内国為替の取扱手数料

（注）１．上記手数料には、消費税（５％）が含まれております。
２．同地交換加盟金融機関支払場所の手形等の代金取立手数料は、当面免除します。

●両替手数料

※「持込枚数合計」または「持帰り枚数合計」のいずれか多い方の枚数
（同一金種の新券への交換・記念硬貨の交換は、無料となります。）

� � � � �

27



区 分 ご利用時間 手数料

ＪＦ系統

平 日
出金

９：００～１９：００

無料
入金

土曜日
出金

９：００～１７：００
入金

ＪＡ系統
平 日 出金 ９：００～１９：００

無料
土曜日 出金 ９：００～１７：００

ゆうちょ銀行

平 日

出金
９：００～１８：００ 無料

入金

出金
１８：００～１９：００ １０５円

入金

土曜日
出金

９：００～１７：００ １０５円
入金

上記以外の
ＭＩＣＳ提携行

平 日 出金
９：００～１８：００ １０５円

１８：００～１９：００ ２１０円

土曜日 出金
９：００～１４：００ １０５円

１４：００～１７：００ ２１０円

●自動機手数料
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漁協系統組織は、漁業者（組合員）が協同して経済活動を行い、相互の事業と暮らしの向上を
図るだけでなく、協同組合原則の一つである「地域社会の発展のための貢献」を掲げ、国民への
食料供給者としての役割を担っています。
当連合会といたしましても、金融面だけでなく愛媛県漁協女性部連合会の事務局団体として漁

協女性部との連携のもと、次の３つのことを社会的責任と考え、環境保全・生活改善運動等に取
り組んでいます。
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これらの実践のために、主に①合成洗剤追放運動、②魚食普及活動、③植樹運動に取り組んで
います。

� � � � �
●平成２２年７月 大浜漁協より信用事業を譲受け、代理店とする。
●平成２３年２月 宮窪町漁協、下波漁協より信用事業を譲受け、代理店とする。
●平成２３年２月 平成２２年度ＪＦマリンバンク推進大会開催
●平成２３年３月 川之江漁協より信用事業を譲受け、代理店とする。
●平成２３年４月 桜井漁協より信用事業を譲受け、代理店とする。
●平成２３年５月 三島漁協より信用事業を譲受け、代理店とする。
●平成２３年６月 寒川漁協、下灘漁協（双海町）、三崎漁協より信用事業を譲受け、代理店とする。
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●貯 金

本年度は、平成２２年度貯蓄推進方策に基づき、浜回りを中心とした積立型貯金並びに年金獲得
推進の強化及び水揚げ時期等を考慮した特別企画（年３回・３ヶ月間の「Ｈ２２ＪＦマリンキャン
ペーン」）を実施しました。
その結果、水揚げ不振により貯金財源の少ない中、信用窓口での声かけ推進等により、１件で

も多くの獲得に努めていただきました。その結果、県下全体の新規獲得定期貯金は３７億円（前年
比２億円増）の実績で、ジャンプ定積は３億円（前年比１千万円減）の獲得で、特に２年定期に
ついては金利面においても好評で、一定の成果があったものと認識しております。
また、漁協貯金残高（信用事業自立１９漁協）は、目標４８６億円に対し４７３億円（達成率９７．３％、前
年比１５億円減）となり、信漁連貯金は、残高目標８５５億円に対し８７６億円（達成率１０２．５％、前年比
４億円減）の実績となりました。

（単位：億円、％）

区 分
前年度残高 本年度残高 増加額 ２２年度目標 増加率 目標達成率

（Ａ） （Ｂ） （Ｂ）－（Ａ）＝（Ｃ） （Ｄ） （Ｃ）／（Ａ）（Ｂ）／（Ｄ）

残 高 ８８１ ８７６ △ ５ ８５５ △０．６ ９８．９

平 均 残 高 ８５４ ８６１ ７ ８５０ ０．８ １０１．３

●貸 出 金

本年度の貸出業務は、昨年度に引き続き緊急保証事業の活用に努めました。
種苗等育成資金等の制度資金を中心とした資金需要に対して適切な融資対応に努めるとともに、

固定化負債整理の長期（最長１５年）資金である漁業者緊急支援資金は、昨年度に引き続き６．４億円
の融資対応を行いました。
期末平残目標４００億円に対し、４０３億円の実績を収め、目標達成率は１００．６％となりました。
期末残高実績は、信用事業譲渡及び基金協会代位弁済等による不良債権圧縮によって、前年度

実績に対して２２億円減少し、３７３億円となりました。
（単位：億円、％）

区 分
前年度残高 本年度残高 増加額 ２２年度目標 増加率 目標達成率

（Ａ） （Ｂ） （Ｂ）－（Ａ）＝（Ｃ） （Ｄ） （Ｃ）／（Ａ）（Ｂ）／（Ｄ）

残 高 ３９５ ３７３ △２２ － △５．６ －

平 均 残 高 ３９７ ４０３ ６ ４００ １．５ １００．６

� �
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●財務収支・自己資本比率

漁業を取り巻く厳しい環境により、貯金量が減少し、運用面でも新規設備資金等の需要減少が
続く中、昨年に引き続き漁業緊急対策資金を取り組み、不良債権の回収にも努力いたしました結
果、経常利益・事業利益ともに当初計画を上回ることができました。
また、金融機関の安全性・健全性を示す自己資本比率は、「新ＢＩＳ規制」に従った算定の結果、

２４．９６％となり、国内基準（最低所要自己資本比率）の４％及び系統内ルールに示された漁協信用
事業実施要件である８％を大きく上回り高い水準を確保しております。

（単位：百万円）

区 分
前年度末 本年度末 増 減

（Ａ） （Ｂ） （Ｂ）－（Ａ）＝（Ｃ）

経 常 利 益 １９１ ２９３ １０２

当 期 剰 余 金 １２４ ２３４ １１０

自 己 資 本 比 率 ２４．８４％ ２４．９６％ ０．１２％
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（単位：百万円）
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負 債 及 び 純 資 産 の 部

科 目 ２１年度末 ２２年度末

（負債の部）

貯 金 ８８，０７６ ８７，６２０

当 座 貯 金 ３ ３

普 通 貯 金 １３，９３９ １６，３１１

貯 蓄 貯 金 １７ １６

通 知 貯 金 ８３４ ８０８

別 段 貯 金 １，２６０ １，６８２

定 期 貯 金 ７１，７６７ ６８，５１３

積 立 定 期 貯 金 １３ １４

定 期 積 金 ２４３ ２７３

代理業務勘定 ０ ０

そ の 他 負 債 ４６９ ３１５

貸 付 留 保 金 １１４ １０

未 払 法 人 税 等 ６３ ９０

従 業 員 預 り 金 ３３ ３８

未 決 済 為 替 借 １ １

未 払 費 用 ２２２ １５３

前 受 収 益 ２２ １９

そ の 他 の 負 債 １４ ４

諸 引 当 金 ２８８ ３１３

賞 与 引 当 金 １９ ２０

退職給付引当金 ２６０ ２８２

役員退職慰労引当金 ９ １１

債 務 保 証 ２５ ２８

負債の部計 ８８，８５８ ８８，２７６

（純資産の部）

会 員 資 本 ６，８３１ ６，９９９

出 資 金 １，４５０ １，４５８

利 益 剰 余 金 ５，３８１ ５，５４１

利 益 準 備 金 １，７４３ １，７７３

その他利益剰余金 ３，６３８ ３，７６８

任 意 積 立 金 ３，５０９ ３，５２９

当期未処分剰余金 １２９ ２３９

うち当期剰余金 １２４ ２３４

純資産の部計 ６，８３１ ６，９９９

合 計 ９５，６８９ ９５，２７５

資 産 の 部

科 目 ２１年度末 ２２年度末

（資産の部）

現 金 ３２１ ３６１

預 け 金 ４９，９６４ ５１，３９７

系 統 預 け 金 ４６，７５１ ４７，３７６

系 統 外 預 け 金 ３，２１３ ４，０２１

貸 出 金 ３９，４５０ ３７，３４９

手 形 貸 付 金 ９，９８５ ７，３２７

証 書 貸 付 金 ２２，２４２ ２２，２９８

当 座 貸 越 ５，６３８ ６，１３９

金 融 機 関 貸 付 １，５８５ １，５８５

そ の 他 資 産 ４３２ ４２２

未 決 済 為 替 貸 ３ １

前 払 費 用 ０ ０

未 収 収 益 １６２ １５３

そ の 他 の 資 産 ２６７ ２６８

固 定 資 産 ５４７ ５３７

有 形 固 定 資 産 ５４６ ５３５

無 形 固 定 資 産 １ ２

外 部 出 資 ５，２３５ ５，４３９

系 統 出 資 ４，６７９ ４，６８０

系 統 外 出 資 ５５６ ７５９

繰延税金資産 １４１ １５３

債務保証見返 ２５ ２８

貸 倒 引 当 金 △４２６ △４１１

合 計 ９５，６８９ ９５，２７５
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（単位：百万円）

� � � � �

科 目 ２１年 度 ２２年 度
経 常 収 益 １，３２２ １，２６１

資 金 運 用 収 益 １，２６９ １，２０１
貸 出 金 利 息 ８４４ ８５３
預 け 金 利 息 １０６ ４５
受 入 雑 利 息 ０ ０
受 取 奨 励 金 ３１９ ３０３

役 務 取 引 等 収 益 ２０ ２１
内 国 為 替 受 入 手 数 料 １６ １６
そ の 他 受 入 手 数 料 ３ ４
その他の役務 取 引 等 収 益 １ １

そ の 他 事 業 収 益 ０ ０
受 取 出 資 配 当 金 ０ ０

そ の 他 経 常 収 益 ３３ ３９
そ の 他 の 経 常 収 益 ３３ ３９

経 常 費 用 １，１３１ ９６８
資 金 調 達 費 用 ４８８ ３６６

貯 金 利 息 ４４１ ３２１
支 払 雑 利 息 １ １
支 払 奨 励 金 ４６ ４４

役 務 取 引 等 費 用 ９ ８
内 国 為 替 支 払 手 数 料 ６ ５
そ の 他 支 払 手 数 料 ３ ２
その他の役務 取 引 等 費 用 ０ １

そ の 他 事 業 費 用 ２５ ２７
融 資 保 険 料 ６ ５
支 払 助 成 金 １３ １７
事 業 推 進 費 ４ ３
債 権 管 理 費 ２ ２

事 業 管 理 費 ５３１ ５６７
そ の 他 経 常 費 用 ７８ ０

貸 倒 引 当 金 繰 入 ７８ ―
そ の 他 の 経 常 費 用 ０ ０

経 常 利 益 １９１ ２９３
特 別 利 益 ４２ ２０

固 定 資 産 処 分 益 － ４
保 険 金 受 取 益 ４２ １６

特 別 損 失 ４２ ２
固 定 資 産 処 分 損 ０ ２
盗 難 損 失 ４２ ―
そ の 他 の 特 別 損 失 － ０

税 引 前 当 期 利 益 １９１ ３１１
法人税、住民税及び事業税 ６３ ９０
法 人 税 等 調 整 額 ４ △１３
当 期 剰 余 金 １２４ ２３４
前 期 繰 越 剰 余 金 ６ ５
当 期 未 処 分 剰 余 金 １３０ ２３９
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�．継続組合の前提に関する注記
該当ありません。

�．重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．有価証券の評価基準及び評価方法は次のとおりであります。

外部出資に計上したその他有価証券の評価は、移動平均法による原価法です。
２．固定資産の減価償却の方法は、次のとおりであります。
（１）有形固定資産

�減価償却資産の償却方法は定率法です。
�平成１０年４月１日以降取得の建物の償却方法は定額法です。
�取得価格１０万円以上２０万円未満の一括償却資産については、３年間で均等償却を行ってお
ります。

�平成１５年４月１日以降に取得した３０万円未満の少額減価償却資産については取得時に費用
処理しております。

�耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっておりま
す。

（２）無形固定資産
当会利用のソフトウェアについては、当会における利用可能期間（５年）に基づく定額法

により償却しております。
３．引当金の計上基準は次のとおりです。
（１）貸倒引当金は、「経理規程」、「資産自己査定実施要領」及び「償却及び引当金計上基準」に

則り、次のとおり計上しております。
破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という。）
に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）に係る債権
については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、そ
の残額を計上しております。
また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる

債務者（以下、「破綻懸念先」という。）に係る債権については、債権額から担保の処分可能
見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち債務者の支払能力を総合的
に判断し、必要と認める額を計上しております。
なお、破綻懸念先に対する債権のうち債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・
フローを合理的に見積ることができる債権については、当該キャッシュ・フローを当会の貸
出シェアーで按分した金額と債権の帳簿価額から担保の処分可能見込額及び保証による回収
可能見込額を控除した残額との差額を引き当てています。
上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績率に基づく予想損失額と税

法基準で容認される繰入限度額とを比較して高い方の金額を計上しております。
すべての債権は、資産自己査定実施要領に基づき、資産査定部署が資産査定を実施し、当

該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記
の引当を行っております。

� � �
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（２）退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務（当
事業年度末時点の自己都合要支給額を退職給付債務とする簡便法）に基づき必要額を計上し
ております。

（３）賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職員に対する賞与の支給見込額のう
ち、当事業年度に帰属する額を計上しております。

（４）役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金支出に備えるため、「常勤理事退任慰労金支給内
規」、「非常勤理事退任等慰労金支給に関する内規」、「常勤監事退任慰労金支給内規」及び「非
常勤監事退任等慰労金支給に関する内規」に基づく当事業年度末の要支給額を計上しており
ます。

４．消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式です。
５．当会は、当事業年度から「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準 第１８号 平成２０年
３月３１日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針 第２１号
平成２０年３月３１日）を適用しております。
この結果、損益に与える影響はありません。

�．貸借対照表に関する注記
１．固定資産の減価償却累計額は９５６，２２０，０８９円、圧縮記帳累計額は５６，８７０，１１６円（うち、当事業
年度圧縮記帳額は１００，０００円）です。

２．担保に供している資産は、次のとおりであります。
担保に供している資産

系統預け金 ９，０００，０００，０００円
系統外預け金 ５００，０００，０００円

担保資産に対応する債務
未決済為替借 １，１１５，７３５円

借 入 金 ０円
３．理事及び監事に対する金銭債権の総額は２，８４４，０３４，０６５円です。

ただし、総合口座取引における当座貸越又は貯金を担保とする貸出金（担保とされた貯金の
額を超えないものに限る。）は、この限りではありません。

４．理事及び監事に対する金銭債務はありません。
ただし、貯金はこの限りではありません。

５．リスク管理債権の内訳は、次のとおりであります。
（１）貸出金のうち破綻先債権額は５５，２１９，０００円、延滞債権額は１２，８２０，４４３，７４９円です。

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の
事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかっ
た貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、
法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又
は同項第４号に規定する事由が生じているものです。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建

又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予したもの以外のものです。
（２）貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額はありません。

なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上
延滞している貸出金で、破綻先債権及び延滞債権に該当しないものです。
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（３）貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は２１６，８８４，２２８円です。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利

の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを
行った貸出金で、破綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものです。

（４）破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は
１３，０９２，５４６，９７７円です。
なお、上記５．（１）から（４）に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

６．当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件につ
いて違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約であります。これ
らの契約に係る融資未実行残高は、３，６１６，０００，０００円であります。このうち、原契約期間が１年
以内のものが３，６１６，０００，０００円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高

そのものが必ずしも将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの
契約には、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、契約極度額の減
額及び借越の中止又は本契約の解除をすることができる旨の条項が付けられております。

�．損益計算書に関する注記
該当する重要な事項はありません。

�．金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項は次のとおりであります。
（１）金融商品に対する取組方針

当会は、愛媛県を事業区域として、地元の漁業者等が組合員となっている各地のＪＦが会
員となって運営されている協同組織金融機関であり、主に会員に対して貯金の受入や事業資
金の貸付等の信用事業を行っており、これに伴う金融商品を有しております。
ＪＦは組合員等から預かった貯金の一部を原資として、資金を必要とする組合員等へ貸付

け、その残りは当会が預かり運用を図る一方で、これを担保としてＪＦに必要な資金を貸付
け、また会員ＪＦが資金を必要とする組合員に対して資金を貸し付けるための原資を貸付け
る、再預け転貸方式に基づき事業を行っております。
また、残った資金は主に農林中金に預け入れております。

（２）金融商品の内容及びそのリスク
当会が保有する金融資産は、取引先等に対する貸出金であり、顧客の契約不履行によって

もたらされる信用リスクに晒されております。決算日現在における貸出金のうち、３７％は水
産業に対するものであり、当該水産業をめぐる経済環境等の状況の変化により、契約条件に
従った債務履行がなされない可能性があります。

（３）金融商品に係るリスク管理体制
�信用リスクの管理
当会は、個別重要案件又は大口案件については、理事会において対応方針を決定していま

す。また、通常の貸出取引については、本所に業務部融資課を設置し、各支所との連携を図
りながら与信審査を行っております。審査に当たっては、取引先のキャッシュ・フローなど
により償還能力の評価を行うとともに、担保評価基準など厳格な審査基準を設けて、与信判
定を行っております。貸出取引において資産の健全性の維持・向上を図るため、資産の自己
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査定を厳正に行っています。不良債権については、管理・回収方針を作成・実施し、資産の
健全化に取り組んでいます。また、資産自己査定の結果、貸倒引当金については、「償却及び
引当金計上基準」に基づき必要額を計上し、資産及び財務の健全化に努めております。
�市場リスクの管理
当会では、金利リスク、価格変動リスクなどの市場性リスクを的確に管理することにより、

収益化及び財務の安定化を図っております。このため、財務の健全性維持と収益力強化との
バランスを重視し、資産・負債の金利感応度分析などを実施し、金融情勢の変化に機敏に対
応できる柔軟な財務構造の構築に努めております。
当会で保有している金融商品はすべてトレーディング目的以外の金融商品であります。当

会において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、「預け金」、
「貸出金」、「貯金」です。
当会では、これらの金融資産及び金融負債について、期末後１年程度の金利の合理的な予

想変動幅を用いた経済価値の変動額を、金利の変動リスクの管理にあたっての定量的分析に
利用しております。
金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当事業年度末現在、指標となる金

利が０．１０％上昇したものと想定した場合には、経済価値が４６，４５０，８５２円減少するものと把握し
ております。
当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他のリ

スク変数の相関を考慮しておりません。また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生
じた場合には、算定額を超える影響が生じる可能性があります。
�資金調達に係る流動性リスクの管理
当会は、資金繰りリスクについては、運用・調達について月次の資金計画を作成し安定的

な流動性の確保に努めています。また、市場流動性リスクについては、投資判断を行う上で
重要な要素と位置付け、商品毎に異なる流動性を把握した上で、運用方針などの策定の際に
検討を行っております。

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価（時価に代わるものを含む）には、市場価格に基づく価額のほか、市場価

格がない場合には合理的に算定された価額（これに準ずる価額を含む）が含まれております。
当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によっ
た場合、当該価額が異なることもあります。

２．金融商品の時価等に関する事項は次のとおりであります。
平成２３年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。

貸借対照表計上額 時 価 差 額
（１）預け金 ５１，３９６，６９５，９４２円 ５１，３９７，８６３，５１３円 １，１６７，５７１円
（２）貸出金 ３７，３４８，８９８，９７９円

貸倒引当金（※） △４１０，８９１，２６３円
３６，９３８，００７，７１６円 ３７，３４５，９４０，２９５円 ４０７，９３２，５７９円

資産計 ８８，３３４，７０３，６５８円 ８８，７４３，８０３，８０８円 ４０９，１００，１５０円
（１）貯 金 ８７，６２０，３３０，３４９円 ８７，７６４，２８８，４５６円 １４３，９５８，１０７円
負債計 ８７，６２０，３３０，３４９円 ８７，７６４，２８８，４５６円 １４３，９５８，１０７円

（※）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
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３．金融商品の時価の算定方法は次のとおりであります。
資産
（１）預け金

満期のない預け金及び満期のある変動金利の預金については、短期間で市場金利を反映
するため、当該帳簿価額によっております。
満期のある固定金利の預け金については、期間に基づく区分毎に、新規に預け入れた場

合に想定される預金金利で元利金の合計額を割り引いた現在価値を算定しております。
（２）貸出金

貸出金のうち変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸付先の信用
状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳
簿価額によっております。
一方、固定金利のうち証書貸付金によるものは、回収見込額等に基づいて貸倒引当金を

計上しているため、時価は、貸出金の期間に基づく区分毎に、元利金の合計額を貨幣の時
間価値のみを反映した無リスクの利子率であるＬＩＢＯＲ・円ＳＷＡＰレートで割り引い
た額から決算日現在の貸倒引当金を控除して時価に代わる金額として算定しております。
上記以外の手形貸付、割引手形については、短期間で償還されることから、時価は簿価

と近似しているものと想定されるため、帳簿価額を時価としております。
また、延滞口座、特殊回収口座、期限の利益喪失口座については、見積将来キャッシュ・

フローの現在価値、又は、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定
しているため、時価は決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金
額に近似しており、当該価額をもって時価としております。
なお、貸出金のうち、当該貸付を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限

を設けていないものについては、返済見込期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近
似しているものと想定されるため、帳簿価額を時価としております。

負債
（１）貯金

要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなし
ております。変動金利の定期貯金については、短期間で市場金利を反映するため、当該帳
簿価額によっております。
また、固定金利の定期貯金の時価は、一定の期間毎に区分して、将来のキャッシュ・フ

ローを割り引いて現在価値を算定しております。その割引率は、決算日時点で新規に貯金
を受け入れる際に使用している利率を用いております。

４．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、２．の金融商品
の時価には含まれておりません。

区 分 貸借対照表計上額

�系 統 出 資（※１） ４，６８０，３３０，０００円

�系統外出資（※１） ７５８，５２２，５００円

合 計 ５，４３８，８５２，５００円

（※１）系統出資及び系統外出資については、市場価格がなく、時価を把握することが極め
て困難であると認められることから時価開示の対象とはしておりません。
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５．金融債権の決算日後の償還予定額は次のとおりであります。

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

預け金 ５１，３９６，６９５，９４２円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円

貸出金
（※） １８，１７３，５７８，７２３円 ３，６８９，８９２，５９６円 ２，１７１，０９１，５４８円 １，８４３，５４１，３６７円 １，５３９，９３５，９２５円 ９，２０９，３６３，５９７円

合 計 ６９，５７０，２７４，６６５円 ３，６８９，８９２，５９６円 ２，１７１，０９１，５４８円 １，８４３，５４１，３６７円 １，５３９，９３５，９２５円 ９，２０９，３６３，５９７円

（※）貸出金のうち、延滞口座、特殊回収口座、期限の利益喪失口座等の７２１，４９５，２２３円は含
めておりません。なお、一部の金融機関向け貸出金１，５８５，０００，０００円は、５年超に含め
ております。

６．貯金の決算日後の返済予定額は次のとおりであります。

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

貯 金
（※） ８４，４３０，８５４，４６２円 ２，９９３，６４４，１９９円 １６９，２３４，６６８円 １７，５９１，２６７円 ８，５２５，７５３円 ４８０，０００円

合 計 ８４，４３０，８５４，４６２円 ２，９９３，６４４，１９９円 １６９，２３４，６６８円 １７，５９１，２６７円 ８，５２５，７５３円 ４８０，０００円

（※）貯金のうち、要求払貯金１８，８２０，００３，３９３円については「１年以内」に含めて開示してお
ります。また、貯金のうち定期積金は元金のみ開示し、給付補てん備金については含
めておりません。

�．有価証券に関する注記
該当ありません。

�．退職給付に関する注記
１．退職給付債務等の内容は以下のとおりであります。
（１）採用している退職給付制度の概要

退職一時金制度
なお、退職給付債務・退職給付費用の計上にあたっては「退職給付に係る会計基準」（企業

会計審議会 平成１０年６月１６日）に基づき、簡便法により行っております。
（２）退職給付債務及びその内訳

�退職給付債務 ２８１，５５６，１８２円
�退職給付引当金 ２８１，５５６，１８２円
�費用処理されていない過去勤務債務 ０円
�費用処理されていない会計基準変更時差異 ０円

（３）退職給付費用の内訳
�通常の退職給付費用 ２２，７６２，８３７円
�過去勤務債務の費用処理額 ０円
�会計基準変更時差異の費用処理額 ０円
�臨時に支払った割増退職金等 ０円

（４）退職給付債務等の計算基礎は、当事業年度末における職員の自己都合退職による要支給額
です。
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２．福利厚生費には、厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための
農林漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律附則第５７条の規定に基づき、旧農林共済組
合（存続組合）が行う特例年金給付等の業務に要する費用に充てるため拠出した特例業務負担
金３，６３５千円を含めて計上しております。
なお、同組合より示された平成２３年３月現在における平成４４年３月までの特例業務負担金の

将来見込額は５８，５４５千円となっております。

�．税効果会計に関する注記
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳は、以下のとおりであります。

平成２３年３月３１日現在
繰延税金資産
貸倒引当金超過額 ９４，８３８，６２５円
固定資産減損処理額 ２９，９０８，５３４円
賞与引当金超過額 ６，３４２，７０５円
未納事業税 ５，３５５，５２９円
退職給付引当金超過額 ８４，４２１，６４２円
役員退職慰労引当金超過額 ３，４３０，９２５円
減価償却限度超過額 ５７，５１２，０２８円
その他 ２３，２５０円

繰延税金資産小計 ２８１，８３３，２３８円
評価性引当額 △１２８，１７８，０８４円
繰延税金資産合計 １５３，６５５，１５４円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当
該差異の原因となった主要な項目別の内訳は、以下のとおりであります。

平成２３年３月３１日現在
法定実効税率 ３１．０％
（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 ０．４％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △６．０％
住民税均等割等 ０．７％
評価性引当額の増減 ０．２％
教育情報資金 △１．５％
その他 △０．１％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 ２４．７％

�．賃貸等不動産に関する注記
該当する重要な事項はありません。

�．リースにより使用する固定資産に関する注記
該当ありません。
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�．重要な後発事象に関する注記
該当ありません。

�．その他の注記
該当ありません。
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（単位：百万円）
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科 目 ２１年度 ２２年度

１ 事業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期利益 １９１ ３１１

減価償却費 ２８ ２９

貸倒引当金の増加額 ７８ △１５

退職給付引当金の増加額 △２３ ２２

その他の引当金・積立金の増加額 △９ ４

資金運用収益 △１，２６９ △１，２０１

資金調達費用 ４８８ ３６６

固定資産処分損益 ０ △２

貸出金の純増減 △５６８ ２，１０１

預け金の純増減 ３，０００ △１，５０１

貯金の純増減 △３，３３２ △４５６

教育情報資金 △２ △１０

事業分量配当金の支払額 － △５０

その他 １３０ △１０８

資金運用による収入 １，２８９ １，２０８

資金調達による支出 △５４４ △４３６

小 計 △５４３ ２６２

法人税等の支払額 △６８ △６３

事業活動によるキャッシュ・フロー △６１１ １９９

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △６ △２６

固定資産の売却による収入 ０ ９

外部出資による支出 △３ △２０３

投資活動によるキャッシュ・フロー △９ △２２０

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

出資の増額による収入 ８ ９

出資金の払戻しによる支出 △１０ △１

出資配当金の支払額 △１４ △１５

財務活動によるキャッシュ・フロー △１６ △７

４ 現金及び現金同等物に係る換算差額 － ０

５ 現金及び現金同等物の増加額 △６３６ △２８

６ 現金及び現金同等物の期首残高 １３，４２０ １２，７８４

７ 現金及び現金同等物の期末残高 １２，７８４ １２，７５６
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科 目
金 額

２１年度 ２２年度

当期未処分剰余金 １３０ ２３９

債権保全積立取崩額 ― ６０

剰余金処分額 １１５ ２７２

利 益 準 備 金 ３０ ６０

任 意 積 立 金 ２０ １３０

（ う ち 特 別 積 立 金 ） （２０） （１３０）

出 資 配 当 金 １５ ２２

事 業 分 量 配 当 金 ５０ ６０

次期繰越剰余金 １５ ２７

（注）１．出資金の配当は、年１．５％の割合です。
２．事業の利用分量に対する配当金の分配基準及び金額

貯金 定期貯金平残（貯金担保・見合除く）の０．１０４％（６０，０００千円）
３．任意積立金の種類ごとの積立目的、積立目標額及び取崩基準等は、次のとおりであり

ます。

種 類 積立目的 積立目標額 取崩基準

特別積立金
損失のてん補又は事
業の改善発達のため

― 定款第２５条

４．次期繰越剰余金に含まれる水産業協同組合法第５５条第７項に掲げる教育情報資金の額
は、１５，０００，０００円であります。

（単位：百万円）

�������	
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●種類別・貯金者別貯金残高
（単位：百万円）

（注１）固定自由金利定期：預入時に満期までの利率が確定する自由金利定期貯金
（注２）変動自由金利定期：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する自由金利定期貯金

●科目別貯金平均残高
（単位：百万円）

（注１）流動性貯金＝当座貯金＋普通貯金＋貯蓄貯金＋通知貯金
（注２）定期性貯金＝定期貯金＋積立定期貯金＋定期積金

●財形貯蓄残高
該当ありません。

� �

項 目
２１年度末 ２２年度末

金 額 構成比 金 額 構成比

当
座
性
貯
金

当 座 貯 金 ３ ０．０％ ３ ０．０％
普 通 貯 金 １３，９３９ １５．８％ １６，３１１ １８．６％
貯 蓄 貯 金 １７ ０．０％ １６ ０．０％
通 知 貯 金 ８３４ １．０％ ８０８ １．０％
別 段 貯 金 １，２６０ １．４％ １，６８２ １．９％

計 １６，０５３ １８．２％ １８，８２０ ２１．５％

定
期
性
貯
金

定 期 貯 金 ７１，７６７ ８１．５％ ６８，５１３ ７８．２％
うち固定自由金利定期 ７１，７６７ ８１．５％ ６８，５１３ ７８．２％
うち変動自由金利定期 ０ ０．０％ ０ ０．０％

積 立 定 期 貯 金 １３ ０．０％ １４ ０．０％
定 期 積 金 ２４３ ０．３％ ２７３ ０．３％

計 ７２，０２３ ８１．８％ ６８，８００ ７８．５％
合 計 ８８，０７６ １００．０％ ８７，６２０ １００．０％

貯
金
者
区
分
残
高

員

内

会 員 ６１，３２７ ６９．６％ ５４，１６１ ６１．８％
組 合 員 直 接 預 り ７，５３２ ８．６％ ９，１３４ １０．４％

計 ６８，８５９ ７８．２％ ６３，２９５ ７２．２％

員

外

地 方 公 共 団 体 ４２３ ０．５％ ８５４ １．０％
金 融 機 関 － － － －
そ の 他 １８，７９４ ２１．３％ ２３，４７１ ２６．８％

計 １９，２１７ ２１．８％ ２４，３２５ ２７．８％

項 目
２１年度 ２２年度

増 減
金 額 構成比 金 額 構成比

流 動 性 貯 金 ８，５８６ １０．１％ ９，９７０ １１．６％ １，３８４

定 期 性 貯 金 ７５，７２５ ８８．６％ ７４，３９７ ８６．４％ △１，３２８

その他の貯金 １，１１７ １．３％ １，７７１ ２．０％ ６５４

計 ８５，４２８ １００．０％ ８６，１３８ １００．０％ ７１０

譲 渡 性 貯 金 － － － － －

合 計 ８５，４２８ １００．０％ ８６，１３８ １００．０％ ７１０
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●種類別・使途別・貸出者別貸出金残高
（単位：百万円）

●科目別貸出金平均残高
（単位：百万円）

� � �

項 目
２１年度末 ２２年度末

増 減
金 額 構成比 金 額 構成比

割 引 手 形 － － ― － －

手 形 貸 付 ９，９８５ ２５．３％ ７，３２７ １９．６％ △２，６５８

証 書 貸 付 ２２，２４２ ５６．４％ ２２，２９８ ５９．７％ ５６

当 座 貸 越 ５，６３８ １４．３％ ６，１３９ １６．４％ ５０１

金 融 機 関 貸 付 １，５８５ ４．０％ １，５８５ ４．３％ ０

合 計 ３９，４５０ １００．０％ ３７，３４９ １００．０％ △２，１０１

固 定 金 利 貸 出 ３８，９０１ ９８．６％ ３６，８４２ ９８．６％ △２，０５９

変 動 金 利 貸 出 ５４９ １．４％ ５０７ １．４％ △４２

設 備 資 金 ９，３２７ ２３．６％ ７，８５５ ２１．０％ △１，４７２

運 転 資 金 ３０，１２３ ７６．４％ ２９，４９４ ７９．０％ △６２９

貸
出
者
区
分
残
高

員

内

会 員 ２１，２５６ ５３．９％ １９，４１７ ５２．０％ △１，８３９

組合員直接貸付 １６，３３４ ４１．４％ １６，０７０ ４３．０％ △２６４

計 ３７，５９０ ９５．３％ ３５，４８７ ９５．０％ △２，１０３

員

外

地 方 公 共 団 体 １１ ０．０％ ６ ０．０％ △５

金 融 機 関 １，５８５ ４．０％ １，５８５ ４．２％ ０

そ の 他 ２６４ ０．７％ ２７１ ０．７％ ７

計 １，８６０ ４．７％ １，８６２ ５．０％ ２

項 目
２１年度 ２２年度

増 減
金 額 構成比 金 額 構成比

割 引 手 形 － － － － －

手 形 貸 付 １３，８３７ ３４．９％ ８，６９６ ２１．６％ △５，１４１

証 書 貸 付 １６，５７０ ４１．８％ ２２，８３６ ５６．７％ ６，２６６

当 座 貸 付 ７，６６５ １９．３％ ７，１３９ １７．７％ △５２６

金 融 機 関 貸 付 １，５８５ ４．０％ １，５８５ ３．９％ ０

合 計 ３９，６５７ １００．０％ ４０，２５６ １００．０％ ５９９
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●貸出金担保別内訳
（単位：百万円）

●債務保証担保別内訳
（単位：百万円）

●業種別貸出金残高
（単位：百万円）

項 目 ２１年度末 ２２年度末 増 減
貯 金 等 ７，４１９ ８，６５１ １，２３２
有 価 証 券 ― ― －
動 産 ５６ ３８ △１８
不 動 産 ６，１７５ ５，２８４ △８９１
そ の 他 担 保 物 ― ― －
担 保 計 １３，６５０ １３，９７３ ３２３
漁 信 基 保 証 ２１，１１４ １９，０７７ △２，０３７
そ の 他 保 証 １，１５４ １，０９５ △５９
保 証 計 ２２，２６８ ２０，１７２ △２，０９６
信 用 ３，５３２ ３，２０４ △３２８
合 計 ３９，４５０ ３７，３４９ △２，１０１

項 目 ２１年度末 ２２年度末 増 減
貯 金 等 － ― －
有 価 証 券 － ― －
動 産 ７ １４ ７
不 動 産 － ― ―
そ の 他 担 保 物 － ― －
担 保 計 ７ １４ ７
漁 信 基 保 証 － ― －
信 用 １８ １４ △４
合 計 ２５ ２８ ３

項 目
２１年度末 ２２年度末

増 減
金 額 構成比 金 額 構成比

農 林 水 産 業 １６，２４８ ４１．２％ １６，０２９ ４２．９％ △２１９
製 造 業 － － － － －
建 設 業 － － － － －
運輸・通信業 － － － － －
卸売・小売業 － － － － －
金融・保険業 １３，０７３ ３３．１％ １２，８０６ ３４．３％ △２６７
不 動 産 業 － － － － －
サ ー ビ ス 業 ９，７６７ ２４．８％ ８，１９５ ２１．９％ △１，５７２
地方公共団体 １１ ０．０％ ６ ０．０％ △５
そ の 他 ３５１ １．５％ ３１３ ０．９％ △３８
合 計 ３９，４５０ １００．０％ ３７，３４９ １００．０％ △２，１０１
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●主要な水産業関係の貸出金残高

■漁業種類等別
（単位：百万円）

（注１）本表は、水産業関係の貸出金残高であるため、水産業者に対する水産業関係資金以外の
貸出金残高（生活資金等）は含めておりません。

（注２）漁連・漁協・水産加工業者やそれらの子会社等に対する貸出は「漁業関係団体等」に記
載しております。（地公体、金融機関に対する貸出は含めておりません。）

（注３）公庫転貸資金のうち、転貸漁協における漁業者向け貸出金も含めております。

■資金種類別
〈貸出金〉 （単位：百万円）

（注４）プロパー資金とは、信漁連原資の貸出金のうち、制度資金以外のものです。
（注５）水産制度資金には、①地公体等が直接的または間接的に融資するもの、②地公体等が利

子補給等を行うことで信漁連が低利で融資するもの、③日本政策金融公庫が直接融資す
るものがあり、ここでは②のみを掲載しております。ただし、公庫転貸資金のうち、転
貸漁協における漁業者向け貸出金は、その他制度資金等に含めております。

〈受託貸付金〉 （単位：百万円）

（注６）受託貸付金は、保証残高ではなく、貸出残高を記入しております。
（注７）公庫転貸資金のうち転貸漁協における漁業者向け貸出金は、※５のとおり水産制度資金

のその他制度資金等に記載しております。（受託金融機関は受託貸付金に記載しておりま
す。）

項 目 ２１年度末 ２２年度末 増 減

漁

業

海 面 漁 業 １，１０７ １，０３４ △７３
海 面 養 殖 業 １３，３７８ １２，５９７ △７８１
そ の 他 漁 業 ６６ ７３ ７

漁 業 関 係 団 体 等 １５，６３１ １３，２８７ △２，３４４
合 計 ３０，１８２ ２６，９９１ △３，１９１

項 目 ２１年度末 ２２年度末 増 減
プ ロ パ ー 資 金 １５，３５４ １２，９６８ △２，３８６
水 産 制 度 資 金 １４，８２８ １４，０２３ △８０５
漁業近代化資金 ５，２５５ ４，６８５ △５７０
その他制度資金等 ９，５７３ ９，３３８ △２３５
合 計 ３０，１８２ ２６，９９１ △３，１９１

項 目 ２１年度末 ２２年度末 増 減
日本政策金融公庫資金
（農林水産事業） ３５ ７１ ３６

そ の 他 － － －
合 計 ３５ ７１ ３６
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●種類別有価証券平均残高
（単位：百万円）

●有価証券残存期間別残高
（単位：百万円）

� � � �

種 類
２１年度 ２２年度

増 減
金 額 構成比 金 額 構成比

国 債 － － － － －
地 方 債 － － － － －
政 府 保 証 債 － － － － －
金 融 債 － － － － －
社 債 － － － － －
外 国 証 券 － － － － －
株 式 － － － － －
受 益 証 券 － － － － －
そ の 他 － － － － －
合 計 － － － － －

種 類 １年以下
１年超
３年以下

３年超
５年以下

５年超
７年以下

７年超
１０年以下

１０年超
期間の
定めなし

合計

平
成
２１
年
度
末

国 債 － － － － － － － －

地 方 債 － － － － － － － －

政 府 保 証 債 － － － － － － － －

金 融 債 － － － － － － － －

社 債 － － － － － － － －

外 国 証 券 － － － － － － － －

株 式 － － － － － － － －

受 益 証 券 － － － － － － － －

そ の 他 － － － － － － － －

平
成
２２
年
度
末

国 債 － － － － － － － －

地 方 債 － － － － － － － －

政 府 保 証 債 － － － － － － － －

金 融 債 － － － － － － － －

社 債 － － － － － － － －

外 国 証 券 － － － － － － － －

株 式 － － － － － － － －

受 益 証 券 － － － － － － － －

そ の 他 － － － － － － － －

49



●有価証券の取得価額又は契約価額、時価及び評価損益

■有価証券
（単位：百万円）

保 有 目 的
２１年度末 ２２年度末

取得価額 時 価 評価損益 取得価額 時 価 評価損益

売 買 目 的 － － － － － －

満 期 保 有 目 的 － － － － － －

そ の 他 － － － － － －

合 計 － － － － － －

本表記載の有価証券の時価は、期末日における市場価格等に基づく時価により計上したもので
あります。
①その他有価証券については、時価を貸借対照表価額としております。

■金銭の信託

該当ありません。

●保有有価証券の利回り
（単位：％）

種 類 ２０年度 ２１年度

国 債 － －

地 方 債 － －

社 債 － －

以 上 平 均 － －

●オフバランス取引の状況
金融派生商品（債券先物オプション、債券店頭オプション、債券先物）は該当ありません。

●先物取引の時価情報
該当ありません。

●オプション取引の時価情報
該当ありません。
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●受託貸付金の残高
（単位：百万円）

●内国為替の取扱実績
（単位：百万円、件）

���������	

受 託 先 ２１年度末 ２２年度末

株 式 会 社 日 本 政 策 金 融 公 庫 ７４ １０４

独立行政法人住宅金融支援機構 ６３２ ５３４

独 立 行 政 法 人 福 祉 医 療 機 構 ２ １

合 計 ７０８ ６３９

項 目
２１年度 ２２年度

仕 向 被仕向 仕 向 被仕向

種

類

送金・振込（件数） （６６，９８４） （４８，４９６） （６４，８３３） （４５，７２３）

金 額 １０４，５４１ ９５，３８１ １０２，５２６ １０１，２５４

代 金 取 立（件数） （６９０） （６５０） （５２２） （６７８）

金 額 ２，２０５ ２，７５９ １，８９３ ２，５８３

計 （件数） （６７，６７４） （４９，１４６） （６５，３５５） （４６，４０１）

金 額 １０６，７４６ ９８，１４０ １０４，４１９ １０３，８３７
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●粗利益
（単位：百万円、％）

（注）１．事業粗利益＝資金運用収支＋役務取引等収支＋その他事業収支
２．事業粗利益率＝事業粗利益／資金運用勘定平均残高×１００

●業務純益
（単位：百万円）

（注）業務純益＝事業粗利益－経費（人件費・物件費・税金）－一般貸倒引当金繰入額

●資金運用勘定・調達勘定の平均残高等
（単位：百万円、％）

（注）１．貯金原価率＝貯金利息＋支払奨励金＋経費／貯金平残×１００
２．総資金利ざや＝総資金運用利回り－総資金原価率

�������

区 分 ２１年度 ２２年度
資 金 運 用 収 益 １，２６９ １，２０１
資 金 調 達 費 用 ４８８ ３６６

資 金 運 用 収 支 ７８１ ８３５
役 務 取 引 等 収 益 ２１ ２１
役 務 取 引 等 費 用 ９ ８

役 務 取 引 等 収 支 １２ １３
そ の 他 事 業 収 益 － －
受 取 出 資 配 当 金 － －
受 取 助 成 金 － －
国 債 等 債 券 売 却 益 － －
国 債 等 債 券 償 還 益 － －
そ の 他 事 業 収 益 － －
そ の 他 事 業 費 用 ２５ ２７

そ の 他 事 業 収 支 △２５ △２７
事 業 粗 利 益 ７６８ ８２１
事 業 粗 利 益 率 ０．８９ ０．９４

項 目 ２１年度 ２２年度
業 務 純 益 １１６ １４４

区 分
２１年度 ２２年度

平均残高 利 息 利回り 平均残高 利 息 利回り
資 金 運 用 勘 定 ８６，２９９ １，２６９ １．４７ ８６，９０２ １，２００ １．３８
貸 出 金 ３９，６５７ ８４３ ２．１３ ４０，２５７ ８５３ ２．１２
預 け 金 ４６，６４２ ４２６ ０．９１ ４６，６４５ ３４９ ０．７５
有 価 証 券 － － － － － －

資 金 調 達 勘 定 ８５，４２８ ４８８ ０．５７ ８６，１３８ ３６６ ０．４２
貯 金 ・ 定 積 ８５，４２８ ４８８ ０．５７ ８６，１３８ ３６６ ０．４２
借 用 金 － － － － － －

貯 金 原 価 率 １．２０ １．０９
総 資 金 利 ざ や ０．２２ ０．２４
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●受取・支払利息の増減額
（単位：百万円）

（注）増減額は、前年度対比です。

●経費の内訳
（単位：百万円）

項 目 ２１年度増減額 ２２年度増減額

受 取 利 息 △３９ △６８

う ち 貸 出 金 １４ ９

う ち 有 価 証 券 △５ ―

う ち 預 け 金 △４８ △７７

支 払 利 息 △１６２ △１２２

う ち 貯 金 等 △１６２ △１２２

う ち 譲 渡 性 貯 金 － －

う ち 借 用 金 － －

差 引 △１２３ △５４

項 目 ２１年度 ２２年度

人 件 費 ３２４ ３３５

役 員 報 酬 ３７ ３６

給 料 手 当 ２０１ ２０２

賞 与 引 当 金 戻 入 △１６ △１９

賞 与 引 当 金 繰 入 １９ ２０

福 利 厚 生 費 ５９ ７０

退 職 給 付 費 用 ２０ ２３

役員退職慰労引当金繰入 ４ ３

旅 費 交 通 費 １１ １０

業 務 費 ８０ １１８

負 担 金 ４３ ３８

施 設 費 ５５ ５０

貯 金 保 険 料 ５ ４

雑 費 ４ ４

税 金 ９ ８

合 計 ５３１ ５６７
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●最近５年間の主要な経営指標
（単位：百万円、口）

（注）残高計数は、期末日現在のものであり、総資産額には債務保証見返は含んでおりません。

●経営諸指標（貯貸率等・利益率）
（単位：百万円）

（注１）総資産経常（当期）利益率＝経常（当期）利益／総資産平均残高（偶発債務見返除く）×１００
（注２）資本経常（当期）利益率＝経常（当期）利益／資本勘定平均残高×１００

� � �

項 目 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度
経 常 収 益 １，２５７ １，４７２ １，４５７ １，３２３ １，２６１
経 常 利 益 ２４３ ２５５ ９６ １９１ ２９３
当 期 剰 余 金 １６３ １８０ １９ １２４ ２３４
出 資 金 １，４７７ １，４８９ １，４５２ １，４５０ １，４５８
出 資 口 数 １４，７７１ １４，８８７ １４，５１７ １４，５００ １４，５８０
純 資 産 額 ６，７５９ ６，８５１ ６，７２６ ６，８３２ ６，９９９
総 資 産 額 １０９，３００ １０２，９３０ ９８，９３８ ９５，６６４ ９５，２４７
貯 金 等 残 高 １０１，９０６ ９５，３３２ ９１，４０８ ８８，０７６ ８７，６２０
貸 出 金 残 高 ４４，４８６ ４２，４２１ ３８，８８２ ３９，４５０ ３７，３４９
有 価 証 券 残 高 ２３８ ２３０ － － －
剰 余 金 配 当 額 ８２ ８２ １５ ６４ ７１

出 資 配 当 の 額 ２２ ２２ １５ １４ ２１
事業利用分量配当の額 ６０ ６０ － ５０ ６０

職 員 数 ４５人 ４５人 ４１人 ４１人 ４４人
単 体 自 己 資 本 比 率 ２１．７０％ ２２．５１％ ２２．５０％ ２４．８４％ ２４．５９％

項 目 ２１年度末 ２２年度末

貯 貸 率
期 末 残 高 ４４．８％ ４６．７％
期 中 平 均 残 高 ４６．４％ ４２．６％

貯 預 率
期 末 残 高 ５６．７％ ５９．７％
期 中 平 均 残 高 ５４．６％ ５３．２％

貯 証 率
期 末 残 高 ０．０％ ０．０％
期 中 平 均 残 高 ０．２％ ０．０％

一 従 業 員 当 り
貯 金 残 高 ２，１４８ １，９５８
貸 出 金 残 高 ９６２ ９１５

一 店 舗 当 り
貯 金 残 高 ２９，３５９ ２８，７１３
貸 出 金 残 高 １３，１５０ １３，４１９

項 目 ２１年度末 ２２年度末
総 資 産 経 常 利 益 率 ０．２１％ ０．３０％
資 本 経 常 利 益 率 ２．８３％ ４．３１％
総 資 産 当 期 利 益 率 ０．１３％ ０．３１％
資 本 当 期 利 益 率 １．８３％ ３．４５％
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●自己資本調達手段の概要に関する事項

■自己資本比率の状況

当連合会では、多様化するリスクに対応するとともに、会員等ご利用者のニーズに応える
ため、財務基盤の強化を経営の重要課題として取り組んでいます。
平成２２年３月末における自己資本比率は、内部留保に努めるとともに業務の効率化等に取

り組んだ結果、２４．８４％となりました。

■経営の健全性の確保と自己資本の充実
当連合会の自己資本は、会員からの普通出資により調達しており、出資金額は、１，４５０百万

円（前年度１，４５２百万円）となっています。
当連合会では、将来的な信用リスクや金利リスクの発生・増加に備えて、安定的な自己資

本比率を維持する観点から、増資並びに内部留保による自己資本の充実を図っております。
また、自己資本比率の算出にあたっては、「自己資本比率算出要領」及び「自己資本比率算

出事務手続」を制定し、適正なプロセスにより正確な自己資本比率を算出しています。
これに基づき、当連合会における信用リスクやオペレーショナル・リスクに対応した十分

な自己資本の維持に努めています。

●信用リスクに関する事項

■標準的手法に関する事項

当連合会では、自己資本比率算出にかかる信用リスク・アセット額は、告示に定める標準
的手法により算出しています。
また、信用リスク・アセットの算出にあたって、リスク・ウェイトの判定にあたり使用す

る格付等は次のとおりです。
（ア）リスク・ウェイトの判定にあたり使用する格付は、以下の適格格付機関による依頼格

付のみ使用し、非依頼格付は使用しないこととしています。
適 格 格 付 機 関

株式会社格付投資情報センター（R&Ⅰ）
株式会社日本格付研究所（JCR）
ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Moody's）
スタンダード・アンド・プアーズ・レーティングズ・サービシズ（S&P）
フィッチレーティングスリミテッド（Fitch）

（イ）リスク・ウェイトの判定にあたり使用する適格格付機関の格付またはカントリー・リ
スク・スコアは、以下のとおりです。

エクスポージャー 適 格 格 付 機 関 カントリー・
リスク・スコア

金融機関向けエクスポージャー 日本貿易保険

法人等向けエクスポージャー（長期） R&I、Moody's、JCR、S&P、Fitch

法人等向けエクスポージャー（短期） R&I、Moody's、JCR、S&P、Fitch

��������	
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●信用リスク削減手法に関する事項
■信用リスク削減手法に関するリスク管理の方法及び手続の概要
「信用リスク削減手法」とは、自己資本比率算出における信用リスク・アセット額の算出に
おいて、エクスポージャーに対して一定の要件を満たす担保や保証等が設定されている場合
に、エクスポージャーのリスク・ウェイトに代え、担保や保証人に対するリスク・ウェイト
を適用するなど信用リスク・アセット額を軽減する方法です。
当連合会では、信用リスク削減手法を「自己資本比率算出要領」にて定めています。
信用リスク削減手法として、「適格金融資産担保」、「保証」、「貸出金と自会貯金の相殺」を

適用しています。
適格金融資産担保付取引とは、エクスポージャーの信用リスクの全部又は一部が、取引相

手又は取引相手のために第三者が提供する適格金融資産担保によって削減されている取引を
いいます。
適格金融資産担保取引について、信用リスク削減手法の簡便手法を用いています。
また、貸出金と自会貯金の相殺については、
①取引相手の債務超過、破産手続開始の決定その他これらに類する事由にかかわらず、貸
出金と自会貯金の相殺が法的に有効であることを示す十分な根拠を有していること

②同一の取引相手との間で相殺契約下にある貸出金と自会貯金をいずれの時点においても
特定することができること

③自会貯金が継続されないリスクが、監視及び管理されていること
④貸出金と自会貯金の相殺後の額が、監視及び管理されていること

の条件をすべて満たす場合に、相殺契約下にある貸出金と自会貯金の相殺後の額を信用リス
ク削減手法適用後のエクスポージャー額としています。
保証については、被保証債権の債務者よりも低いリスク・ウェイトが適用される中央政府

等、本邦地方公共団体、地方公共団体金融機構、本邦政府関係機関、外国の中央政府以外の
公共部門、国際開発銀行、及び金融機関又は第一種金融商品取引業者、これら以外の主体で
長期格付がＡ－またはＡ３以上の格付を付与しているものを適格保証人とし、エクスポージャー
のうち適格保証人に保証された被保証部分について、被保証債権のリスク・ウェイトに代え
て、保証人のリスク・ウェイトを適用しています。

●派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項
「派生商品取引」とは、その価格（現在価値）が他の証券・商品（原資産）の価格に依存して決
定される金融商品（先物、オプション、スワップ等）に係る取引です。
「長期決済期間取引」とは、有価証券等の受渡しまたは決済を行う取引であって、約定日から受
渡日（決済日）までの期間が５営業日または市場慣行による期間を超えることが約定され、反対
取引に先立って取引相手に対して有価証券等の引渡または資金の支払を行う取引です。
当連合会では、派生商品取引及び長期決済期間取引を取り扱わない方針であり、取扱い実績は

ありません。

●証券化エクスポージャーに関する事項
「証券化エクスポージャー」とは、現資産に係る信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエク
スポージャーに階層化し、その一部または全部を第三者に移転する性質を有する取引のことです。
当連合会では、証券化商品を取り扱わない方針であり、取扱い実績はありません。
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●出資等又は株式等エクスポージャーに関する事項

■出資等又は株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方法及び手続の
概要

「出資等又は株式等」とは、貸借対照表上の有価証券勘定及び外部出資勘定の株式又は出資
として計上されているものであり、当連合会においては、これらを①「その他有価証券」、②
系統及び系統外出資に区分して管理しています。
その他有価証券については、中長期的な運用目的で保有するものであり、適切な市場リス

クの把握及びコントロールに努めています。具体的には、市場動向や経済見通しなどの投資
環境分析及びポートフォリオの状況などを考慮し、理事会で運用方針を定めるとともに運用
会議を定期的に開催して、日常的な情報交換及び意思決定を行っています。運用部門は、理
事会で決定した運用方針及び運用会議で決定された取引方針などに基づき、有価証券の売買
やリスクヘッジを行っています。運用部門が行った取引については、管理部門が適切な執行
を行っているかどうかチェックしています。
系統出資については、漁連、農林中央金庫をはじめ、会員としての総会等への参画を通じ

た経営概況の監督に加え、日常的な協議を通じた連合会等の財務健全化を求めており、系統
外出資についても同様の対応を行っています。
なお、これら評価等は、株式については、その他有価証券として時価評価を行った上で、

取得原価との評価差額については、「その他有価証券評価差額金」として純資産の部に計上し
ています。系統及び系統外出資については、取得原価を記載し、毀損の状況に応じて減損処
理しております。
また、評価等重要な会計方針の変更等があれば、注記表にその旨記載することとしていま

す。

●金利リスクに関する事項

■金利リスクの算定方法の概要

金利リスクとは、金融機関の保有する資産・負債のうち、市場金利に影響を受けるもの（貸
出金、有価証券、貯金等）が、金利変動により発生するリスク量をいいます。
当連合会では、市場金利が上下２％変動した場合の金利リスク量を算出しています。
なお、当座性貯金については、明確な金利改定間隔がなく、貯金者の要求によって随時払

い出される貯金のうち、引き出されることなく長期間金融機関に滞留する貯金をコア貯金と
定義し、当連合会では当座性貯金の額の５０％を満期５年の期間に均等に振り分けて（平均残
存２．５年）リスク量を算出しています。
金利リスクは、運用勘定の金利リスク量と調達勘定の金利リスク量を相殺して算出してい

ます。
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●自己資本の構成に関する事項
（単位：百万円）

（注）１．平成１８年３月２８日金融庁・農林水産省告示第３号「漁業協同組合等がその健全性を判断する
ための基準」に定められた算式に基づき算出したものです。
２．当連合会は、信用リスク・アセットの算出にあっては標準的手法、オペレーショナル・リス
ク相当額の算出にあたっては基礎的手法を採用しています。
３．当連合会は、証券化取引、派生商品取引及び長期決済期間取引について取り扱わない方針で
あり、当該取引に係る表示を省略しております。
４．「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準等の特例を定める告示（平成２０年
金融庁・農林水産省告示第２２号）」に基づき、基本的項目から、その他有価証券評価差損を控除
していないため、「その他の有価証券の評価差損」は、「－」で記載しています。

項 目 ２１年度 ２２年度

出資金 １，４５０ １，４５８

うち非累積的永久優先出資 － －

期限付優先出資 － －

回転出資金 － －

資本準備金 － －

利益準備金 １，７４３ １，７７３

任意積立金 ３，５０９ ３，５２９

繰越剰余金 ５ ５

その他有価証券の評価差損 － －

当期剰余金 １２４ ２３４

処分未済持分 － －

外部流失予定額 △６４ △８２

営業権相当額 － －

企業結合により計上される無
形固定資産相当額

－ －

証券化取引により増加した自
己資本に相当する額

－ －

基本的項目 計（Ａ） ６，７６７ ６，９１７

土地の再評価額から再評価の
直前の帳簿価額を控除した額
の４５％に相当する額

－ －

一般貸倒引当金 １１５ １０５

負債性資本調達手段等 － －

告示第５条第１項第３号に
掲げるもの

－ －

告示第５条第１項第４号及
び第５号に掲げるもの

－ －

補完的項目不算入額 － －

補完的項目 計（Ｂ） １１５ １０５

自己資本総額（Ｃ＝Ａ＋Ｂ） ６，８８２ ７，０２２

項 目 ２１年度 ２２年度

他の金融機関の資本調達手段
の意図的な保有相当額

－ －

告示第５条第１項第３号に
掲げるもの及びこれに準ず
るもの

－ －

告示第５条第１項第４号及
び第５号に掲げるもの並び
にこれらに準ずるもの

－ －

控除項目不算入額 － －

控除項目 計（Ｄ） － －

自己資本額（Ｅ＝Ｃ－Ｄ） ６，８８２ ７，０２２

リスク・アセット（Ｆ） ２７，７０４ ２８，１２３

資産（オン・バランス）項目 ２６，２５０ ２６，６０９

オフ・バランス取引等項目 ２２ ２７

オペレーショナル・リスク
相当額を８％で除して得た
額

１，４３２ １，４８７

自己資本比率（Ｅ）／（Ｆ） ２４．８４％ ２４．９６％

（参考） （Ａ）／（Ｆ） ２４．４２％ ２４．５９％
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●自己資本の充実に関する事項
（単位：百万円）

（注）「エクスポージャーの期末残高」は、信用リスク削減後エクスポージャー残高を記載してい
ます。

●オペレーショナル・リスクに対する所要自己資本の額
（単位：百万円）

（注）オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたり、当連合会では基礎的手法を採用してい
ます。

●所要自己資本額
（単位：百万円）

信用リスク・アセット額

（標準的手法）

２１年度 ２２年度
エクスポー
ジャーの
期末残高

リスク・
アセット額
ａ

所要自己
資本額

ｂ＝ａ×４％

エクスポー
ジャーの
期末残高

リスク・
アセット額
ａ

所要自己
資本額

ｂ＝ａ×４％

我が国の中央政府及び中央銀行向け － － － － － －

我が国の地方公共団体向け ４５９ － － ７１ － －

地方公共団体金融機構及び
我が国の政府関係機関向け ５０４ ５０ ２ ４６０ ４６ ２

地 方 三 公 社 向 け － － － － － －

金融機関及び第一種金融商品
取 引 業 者 向 け ５８，５３４ １２，９７５ ５１９ ５８，７５９ １３，０２０ ５２１

法 人 等 向 け １，２０８ １，２０８ ４８ ２，１７６ ２，１７６ ８７

中 小 企 業 等 ・ 個 人 向 け ５５７ ４１８ １７ ６９６ ５２２ ２１

抵 当 権 付 住 宅 ロ ー ン ５ ２ ０ ６ ２ ０

不 動 産 取 得 等 事 業 向 け － － － － － －

三 月 以 上 延 滞 債 権 ５３２ ５３４ ２１ ５９ ３５ １

漁 業 信 用 基 金 協 会 等 保 証 １７，９２５ １，７９３ ７２ １７，２４７ １，７２５ ６９

上 記 以 外 ９，６１４ ９，２９２ ３７２ ９，４７０ ９，１１０ ３６４

合 計 ８９，３３８ ２６，２７２ １，０５１ ８８，９４４ ２６，６３６ １，０６５

２１年度 ２２年度

粗利益額
オペレーショナル・
リスク相当額を

８％で除して得た額

所要自己
資本額

粗利益額
オペレーショナル・
リスク相当額を

８％で除して得た額

所要自己
資本額

ａ ｂ＝ａ×１５％÷８％ ｃ＝ｂ×４％ ａ ｂ＝ａ×１５％÷８％ ｃ＝ｂ×４％

７６４ １，４３２ ５７ ７９３ １，４８８ ６０

２１年度 ２２年度

リスク・アセット
（分母）合計

所要自己資本額
リスク・アセット
（分母）合計

所要自己資本額

ａ ｂ＝ａ×４％ ａ ｂ＝ａ×４％

２７，７０４ １，１０８ ２８，１２３ １，１２５

59



●信用リスクに関するエクスポージャーの業種別の期末残高及び
主な種類別の内訳

（注）１．全て国内取引です。
２．「貸出金等」とは、貸出金のほか、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオ
フ・バランスシート・エクスポージャーを含んでいます。

３．当連合会は、デリバティブ取引の取扱いはありません。

●信用リスクに関するエクスポージャーの残存期間別の期末残高
及び主な種類別の内訳

（注）１．全て国内取引です。
２．「貸出金等」とは、貸出金のほか、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオ
フ・バランスシート・エクスポージャーを含んでいます。

区 分

２１年度末 ２２年度末
信用リスクに
関するエクス
ポージャーの
残高

信用リスクに
関するエクス
ポージャーの
残高うち貸出金等 うち債券 うち貸出金等 うち債券

法

人

農林水産業 ３，５３６ ３，５３６ － ３，２０２ ３，２０２ －

製 造 業 － － － － － －

建 設 業 － － － － － －

運輸・通信業 － － － － － －

卸売・小売業 － － － － － －

金融・保険業 ６３，１２９ １３，０９５ － ６４，２６５ １２，８２７ －

不 動 産 業 － － － － － －

サービス業 ７，３０９ ７，３０９ － ５，７７９ ５，７７９ －

地方公共団体 ５９ ５９ － ７１ ７１ －

そ の 他 ２，４５５ ２，４５５ － ２，４０６ ２，４０６ －

個 人 １３，０６１ １３，０６１ １３，１３１ １３，１３１

固 定 資 産 等 ６，５６７ ６，８３２

合 計 ９６，１１６ ３９，５１５ － ９５，６８６ ３７，４１６ －

区 分

２１年度末 ２２年度末
信用リスクに
関するエクス
ポージャーの
残高

信用リスクに
関するエクス
ポージャーの
残高うち貸出金等 うち債券 うち貸出金等 うち債券

１ 年 以 下 ５６，３３０ １７，０８９ － ５５，７９０ １５，０７５ －

１年超３年以下 ４，６８４ ４，６８４ － ４，１７０ ４，１７０ －

３年超５年以下 ２，３５５ ２，３５５ － ３，１２５ ３，１２５ －

５年超７年以下 ３，０２２ ３，０２２ － １，１２５ １，１２５ －

７ 年 超 １０，７８０ １０，７８０ － １２，３１４ １２，３１４ －

期限の定めなし １８，９４５ １，５８５ － １９，１６２ １，６０８ －

合 計 ９６，１１６ ３９，５１５ － ９５，６８６ ３７，４１７ －

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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●３月以上延滞エクスポージャーの期末残高及び業種別の内訳
（単位：百万円）

（注）１．全て国内取引です。
２．「延滞エクスポージャーの期末残高」には、基金協会保証付債権は含まれていません。

●貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額
（単位：百万円）

（注）全て国内取引です。

区 分 ２１年度末 ２２年度末

法

人

農 林 水 産 業 ２４８ ２

製 造 業 － －

建 設 業 － －

運 輸 ・ 通 信 業 － －

卸 売 ・ 小 売 業 － －

金 融 ・ 保 険 業 － －

不 動 産 業 － －

サ ー ビ ス 業 ４０７ ２８９

地 方 公 共 団 体 － －

そ の 他 － －

個 人 ５３３ ２６７

合 計 １，１８８ ５５８

区 分

２１年度 ２２年度

期首
残高

期中
増加

期中減少額 期末
残高

期首
残高

期中
増加

期中減少額 期末
残高目的使用 その他 目的使用 その他

一 般 貸 倒 引 当 金 １０７ １１５ － １０７ １１５ １１５ １０５ － １１５ １０５

個 別 貸 倒 引 当 金 ２４１ ３１１ － ２４１ ３１１ ３１１ ３０５ － ３１１ ３０５

法

人

農 林 水 産 業 － ２ － － ２ － － －

製 造 業 － － － － － － － － － －

建 設 業 － － － － － － － － － －

運輸・通信業 － － － － － － － － － －

卸売・小売業 － － － － － － － － － －

金融・保険業 － － － － － － － － － －

不 動 産 業 － － － － － － － － － －

サ ー ビ ス 業 １７０ ６１ － １７０ ６１ ６１ ２３７ － ６１ ２３７

地方公共団体 － － － － － － － － － －

そ の 他 － － － － － － － － － －

個 人 ７１ ２４８ － ７１ ２４８ ２４８ ６６ － ２４８ ６６
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●貸出金償却の額
（単位：百万円）

●信用リスク削減効果勘案後の残高及び自己資本控除額
（単位：百万円）

区 分 ２１年度 ２２年度

法

人

農 林 水 産 業 － －

製 造 業 － －

建 設 業 － －

運 輸 ・ 通 信 業 － －

卸 売 ・ 小 売 業 － －

金 融 ・ 保 険 業 － －

不 動 産 業 － －

サ ー ビ ス 業 － －

地 方 公 共 団 体 － －

そ の 他 － －

個 人 － －

合 計 － －

区 分
２１年度末 ２２年度末

格付有 格付無 計 格付有 格付無 計

信
用
リ
ス
ク
削
減
効
果
勘
案
後
残
高

０％ － ７８０ ７８０ － ４３２ ４３２

１０％ － １８，４３０ １８，４３０ － １７，７０６ １７，７０６

２０％ － ５６，９４９ ５６，９４９ － ５７，１７４ ５７，１７４

３５％ － ５ ５ － ６ ６

５０％ － ２ ２ － ５４ ５４

７５％ － ５５７ ５５７ － ６９６ ６９６

１００％ － １２，６０９ １２，６０９ － １２，８７１ １２，８７１

１５０％ － ６ ６ － ５ ５

その他 － － － － － －

自己資本控除額 － － － － － －

合 計 － ８９，３３８ ８９，３３８ － ８８，９４４ ８８，９４４
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●信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額
（単位：百万円）

（注）「適格金融資産担保」には、貸出金と自会貯金の相殺は含まれていません。

●出資等エクスポージャーの貸借対照表計上額及び時価
（単位：百万円）

●出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益
（単位：百万円）

区 分
２１年度末 ２２年度末

適格金融
資産担保

保 証
適格金融
資産担保

保 証

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 及 び
我 が 国 の 政 府 関 係 機 関 向 け

－ － － －

地 方 三 公 社 向 け － － － －

金融機関及び第一種金融商品取引業者向け － － － －

法 人 等 向 け － － － －

中 小 企 業 等 ・ 個 人 向 け － ４５６ － ４１６

抵 当 権 付 住 宅 ロ ー ン － － － －

不 動 産 取 得 等 事 業 向 け － － － －

三 月 以 上 延 滞 債 権 － １８ － ４２

漁 業 信 用 基 金 協 会 等 保 証 － － － －

そ の 他 － ４３０ － １

合 計 － ９０４ － ４５９

区 分

２１年度末 ２２年度末

貸借対照表
計上額

時価評価額
貸借対照表
計上額

時価評価額

上 場 － － － －

非 上 場 ５，２３５ ５，４３９

合 計 ５，２３５ － ５，４３９ －

区 分
２１年度 ２２年度

売却益 売却損 償却額 売却益 売却損 償却額

上 場 － － － － － －

非 上 場 － － － － － －

合 計 － － － － － －
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●貸借対照表で認識された損益計算書で認識されない評価損益の額
（その他有価証券の評価損益等）

●貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額
（子会社・関係会社株式の評価損益等）

●金利ショックに対する損益・経済価値の増減額
（単位：百万円）

区 分
２１年度末 ２２年度末

評価益 評価損 評価益 評価損

上 場 － － － －

非 上 場 － － － －

合 計 － － － －

区 分
２１年度末 ２２年度末

評価益 評価損 評価益 評価損

上 場 － － － －

非 上 場 － － － －

合 計 － － － －

２１年度 ２２年度

金 利 シ ョ ッ ク に 対 す る
損 益 ・ 経 済 価 値 の 増 減 額

△９４２ △８５４

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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●リスク管理債権残高及び同債権に対する保全額
（単位：百万円、％）

（注１）「破綻先債権」とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事
由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しな
かった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）
のうち、法人税法施行令第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４
号に規定する事由が生じているものをいいます。

（注２）「延滞債権」とは、未収利息不計上貸出金であって、注１に掲げるもの及び債務者の経営
再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予したもの以外のものをいいます。

（注３）「３ヶ月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヶ月以上遅
延している貸出金（注１、注２に掲げるものを除く。）をいいます。

（注４）「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の
減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決め
を行った貸出金（注１、注２、注３に掲げるものを除く。）をいいます。

（注５）「担保・保証付債権額（Ｂ）」は、「リスク管理債権総額（Ａ）」のうち自己査定に基づい
て計算した貯金・定期積金及び不動産等の確実な担保の処分可能見込額並びに漁業信用
基金協会及び公的保証機関等確実な保証先による保証付貸出金についての当該担保・保
証の合計額です。

（注６）「貸倒引当金残高（Ｃ）」は、リスク管理債権以外の貸出金等に対する貸倒引当金は含ま
れておりません。

�������	

区 分 ２１年度末 ２２年度末 増 減

リ ス ク 管 理 債 権 総 額
１２，２７６ １３，０９２ ８１６

（Ａ）＝①＋②＋③＋④

破 綻 先 債 権 額 ① ６６ ５５ △１１

延 滞 債 権 額 ② １２，０３５ １２，８２０ ７８５

３ヶ月以上延滞債権額 ③ － － －

貸 出 条 件 緩 和 債 権 額 ④ １７５ ２１７ ４２

保 全 額 合 計（Ｄ）＝（Ｂ）＋（Ｃ） １２，０７１ １２，８５９ ７８８

担 保 ・ 保 証 付 債 権 額（Ｂ） １１，７６０ １２，５５４ ７９４

貸 倒 引 当 金 残 高（Ｃ） ３１１ ３０５ △６

保 全 率 （Ｄ）／（Ａ） ９８．３３ ９８．２２ △０．１１
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●金融再生法開示債権残高及び同債権に対する保全額
（単位：百万円、％）

（注１）「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産、会社更生、再生手続等の理由によ
り経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権をいいます。

（注２）「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財務状態及び経営成績
が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債
権をいいます。

（注３）「要管理債権」とは、基本的には、「３ヶ月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に
該当する債権をいいます。

（注４）「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして「破産更
生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」以外のものに区分される
債権をいいます。

（注５）「担保・保証付債権額（Ｂ）」は、「金融再生法開示債権総額（Ａ）」のうち自己査定に基
づいて計算した貯金・定期積金及び不動産等の確実な担保の処分可能見込額並びに漁業
信用基金協会及び公的保証機関等確実な保証先による保証付貸出金についての当該担保・
保証の合計額です。

（注６）「貸倒引当金残高（Ｃ）」は、「正常債権」に対する貸倒引当金は含まれておりません。

区 分 ２１年度末 ２２年度末 増 減

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 ８３０ ５３９ △２９１

危 険 債 権 １１，２８２ １２，３４５ １，０６３

要 管 理 債 権 １７５ ２１７ ４２

不 良 債 権 額 合 計（Ａ） １２，２８７ １３，１０１ ８１４

正 常 債 権 ２７，２２９ ２４，３１６ △２，９１３

保 全 額 合 計（Ｄ）＝（Ｂ）＋（Ｃ） １２，０７１ １２，８５９ ７８８

担 保 ・ 保 証 付 債 権 額（Ｂ） １１，７６０ １２，５５４ ７９４

貸 倒 引 当 金 残 高（Ｃ） ３１１ ３０５ △６

保 全 率 （Ｄ）／（Ａ） ９８．２４ ９８．１５ △０．０９
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●貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額
（単位：百万円）

●貸出金償却の額
（単位：百万円）

区 分

２１年度 ２２年度

期首
残高

期中
増加額

期中減少額 期末
残高

期首
残高

期中
増加額

期中減少額 期末
残高目的使用 その他 目的使用 その他

一 般 貸 倒 引 当 金 １０７ １１５ ― １０７ １１５ １１５ １０５ ― １１５ １０５

個 別 貸 倒 引 当 金 ２４１ ３１１ ― ２４１ ３１１ ３１１ ３０６ ― ３１１ ３０６

合 計 ３４８ ４２６ － ３４８ ４２６ ４２６ ４１１ － ４２６ ４１１

項 目 ２１年度 ２２年度

貸 出 金 償 却 額 － －
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謄 本

確 認 書

１ 私は、平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの事業年度のディスクロー

ジャー誌に記載した内容のうち、財務諸表作成に関するすべての重要な点におい

て、適正に表示されていることを確認しました。

２ 当該確認を行うにあたり、財務諸表が適正に作成される以下の体制が整備され、

有効に機能していることを確認しました。

（１）業務分掌と所轄部署が明確化され、各部署が適切に業務を遂行する体制が整

備されております。

（２）業務の実施部署から独立した内部監査部門が内部管理体制の適切性・有効性

を検証しており、重要な事項については理事会等に適切に報告されております。

（３）重要な経営情報については、理事会等へ適切に付議・報告されております。

平成２３年６月２２日

愛媛県信用漁業協同組合連合会

代表理事会長 高 取 武 則 �

�������	
���
���
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しんぎょれんの現況

2011

　　マリンバンク
愛媛県信用漁業協同組合連合会

営業店のご案内

店 舗 名 所 在 地 代表電話番号

本 所 松山市二番町4丁目6番地2 （089）933-8714

中 島 店 松山市小浜甲2824番地 （089）997-0144

北 条 店 松山市北条辻1456番地 （089）992-0129

下 灘 店 伊予市双海町串甲3655-4 （089）987-0021

長 浜 店 大洲市長浜甲1021番地地先 （0893）52-1146

三 崎 店 西宇和郡伊方町串19番地 （0894）56-0111

今 治 支 所 今治市恵美須町1丁目4番地3 （0898）31-0039

川 之 江 店 四国中央市川之江町4101番地の地先 （0896）58-2019

三 島 店 四国中央市三島中央１丁目11番17号 （0896）24-2815

寒 川 店 四国中央市寒川町4775番地の4 （0896）23-3718

大 島 店 新居浜市大島甲1591番地 （0897）46-1005

壬 生 川 店 西条市壬生川547番地7 （0898）64-2019

河 原 津 店 西条市河原津甲241番地5地先 （0898）66-5032

宮 窪 店 今治市宮窪町宮窪2700番地 （0897）86-2008

魚 島 店 越智郡上島町魚島1番耕地1362 （0897）78-0021

弓 削 店 越智郡上島町弓削下弓削839番地3 （0897）77-2121

関 前 店 今治市関前岡村甲80番地第2 （0897）88-2001

大 浜 店 今治市大浜町２丁目３番28号先 （0898）23-3737

宇 和 島 支 所 宇和島市築地町2丁目5番地7 （0895）22-1232

明 浜 店 西予市明浜町狩浜1番耕地215番地 （0894）65-0311

下 灘 店 宇和島市津島町嵐番外23番地2 （0895）35-0221

北 灘 店 宇和島市津島町北灘甲1032番地 （0895）32-2850

下 波 店 宇和島市下波3048番地 （0895）29-0121

蔣 淵 店 宇和島市蔣淵1122番地 （0895）63-0321

戸 島 店 宇和島市戸島2218番地 （0895）64-0001

日 振 島 店 宇和島市日振島1682番地 （0895）65-0321

三 浦 店 宇和島市三浦西3566番地5 （0895）29-0231

久 良 店 南宇和郡愛南町久良1200番地2 （0895）72-1225


